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時事の話題時事の話題時事の話題時事の話題    

３期目最後の記者会見にあたり今期を振り返ると、これからの京都経済の方向を示すような項

目が記憶に残っている。具体的には、①会頭就任以来取り組んできた知恵ビジネスの集積 ②京

都経済百年の計である「京都経済センター（仮称）」の建設合意 ③オール京都で策定した「京

都ビジョン 2040」の実質スタート ④文化庁京都移転の決定 ⑤この夏に行われた全国商工会

議所観光振興大会の京都開催 の５項目である。 

さて、地元で開催された「スポーツ・文化・ワールド・フォーラム」は、文化庁移転が決まっ

た文化首都・京都の文化力を国内外に示す良い機会だった。これを皮切りに、東京オリンピック・

パラリンピックに向け、文化プログラムの機運が高まっていくことを期待したい。 

ＴＰＰ協定の承認案・関連法案を巡って、国会論戦が激しさを増しているが、経済界としては、

アジア・太平洋地域におけるグローバルビジネスの拡大と、日本の農林水産品の輸出振興に向け

て、引き続きＴＰＰ協定の早期発効を要望したい。内容について丁寧な審議を行うとともに、他

の参加国に率先して、速やかに成立させていただきたい。 

また、京都議定書の採択地である京都としては、新たな地球温暖化の枠組みである「パリ協定」

の批准案については、国際的な詳細ルールづくりの議論に最初から参画できない可能性が高まっ

たことは残念だが、ぜひ衆参承認・締結に向けて与野党が協力し、早期成立を期待したい。 

 

京都商工会議所の動き京都商工会議所の動き京都商工会議所の動き京都商工会議所の動き    

■■■■次期議員次期議員次期議員次期議員の確定の確定の確定の確定にににについてついてついてついて         

次期１号議員が無投票となったことを受けて、先に決まっている３号議員・２号議員とあわせ

て、次期の議員会社150社が確定した。新たに議員になられるのは、職務執行者の変更を含める

と 17 名になる。今回退任される方と新任の方との平均年齢を比べると７歳若返ったが、どなた

も、社業での十分な経験をお持ちであることはもちろん、本所の事業活動にも理解が深い。ベテ

ラン議員の豊富な経験と実績に加え、新任議員の新たな知恵で、次期の京商を牽引いただけるも

のと期待している。 

 

■■■■京都府・京都市への平成京都府・京都市への平成京都府・京都市への平成京都府・京都市への平成 29292929 年度予算要望について年度予算要望について年度予算要望について年度予算要望について                

本日の常議員会で、「京都府・京都市の平成 29 年度予算に関する要望」が承認された。今回

の要望では、京都経済センター（仮称）の整備や、来年度から先行移転が開始される文化庁の京

都移転、2020 年の東京オリンピックに向けたオール京都による「京都文化力プロジェクト」の

推進といった大きな動きを捉えながら、地域の中小企業が未来への挑戦や投資に踏み出すための

施策や事業に重点を置いてまとめている。 

重要項目に関連する具体的な要望や、それ以外の要望事項については、「ニュー京商ビジョン・

サードステージ」に掲げる基本戦略である「知恵ビジネス・がんばる中小企業支援」や「創造性

が開花するまちの推進」といった戦略ごとにまとめており、「観光」や「ライフサイエンス」と

いった成長分野に関する新たな要望も盛り込んでいる。この要望書は、この後、京都府、京都市

にそれぞれ提出する。 

 

 

 



記者からの質問事項記者からの質問事項記者からの質問事項記者からの質問事項    

■■■■11111111 月月月月 8888 日の臨時議員総会で４期目がスタートするが、日の臨時議員総会で４期目がスタートするが、日の臨時議員総会で４期目がスタートするが、日の臨時議員総会で４期目がスタートするが、新体制について新体制について新体制について新体制について教えてほしい。教えてほしい。教えてほしい。教えてほしい。 

現在検討しているところであり、まだ明らかにできない。 

 

■■■■電通電通電通電通社員の過労自殺では長時間労働社員の過労自殺では長時間労働社員の過労自殺では長時間労働社員の過労自殺では長時間労働がががが問題に問題に問題に問題にあげられているあげられているあげられているあげられている。政府では働き方改革の議論が。政府では働き方改革の議論が。政府では働き方改革の議論が。政府では働き方改革の議論が

始まっているが、同一労働同一賃金あるいは始まっているが、同一労働同一賃金あるいは始まっているが、同一労働同一賃金あるいは始まっているが、同一労働同一賃金あるいは長時間労働について長時間労働について長時間労働について長時間労働について、、、、何かお考え何かお考え何かお考え何かお考えがあればがあればがあればがあればお聞きお聞きお聞きお聞き

したいしたいしたいしたい。。。。    

政府では働き方改革について本格的な議論が始まったが、同一労働同一賃金の実現と、長時間

労働の是正が大きな柱である。同一労働同一賃金については、年功色の強い正社員の賃金と、仕

事の市場価値が反映されやすい非正規労働者の賃金を同じ物差しで測ることが果たして良いの

かどうか、難しい現実がある。長時間労働についても、企業側が不況時に解雇しにくい正規社員

の数を抑えつつ、仕事が増えると非正規労働者の採用や残業時間を増やして対応するという日本

型雇用にどこまでメスを入れられるかがポイントだ。もうしばらく結論を出すには時間がかかる

だろう。 

 

■■■■要望の要望の要望の要望の新規項目新規項目新規項目新規項目の中の中の中の中で新税の話があで新税の話があで新税の話があで新税の話があるるるるが、具体的にどういうことか、教えてが、具体的にどういうことか、教えてが、具体的にどういうことか、教えてが、具体的にどういうことか、教えてほしいほしいほしいほしい。。。。    

府民や市民に新たな負担を求めるのではなく、あくまで増加している観光客に対する新税とし

て前向きな検討を要望している。東京都では平成 14 年より法定外目的税として宿泊税を導入し

ており、大阪府でも平成 29 年１月からの導入が決まっている。京都市においても、本年８月に

「住みたい・訪れたいまちづくりに係る財源の在り方に関する検討委員会」を設置し、新税の創

設等について検討をはじめている。観光客や市民、関係業界の理解を得ることが大前提であるが、

観光客を対象とする新税によって観光インフラ整備に関する財源を確保し、観光客の満足度や市

民生活の向上につなげることが重要であると考えている。 

 

■■■■天皇天皇天皇天皇陛下陛下陛下陛下の生前退位のの生前退位のの生前退位のの生前退位の話も話も話も話もあるあるあるある中で、中で、中で、中で、要望に「双京構想」の推進要望に「双京構想」の推進要望に「双京構想」の推進要望に「双京構想」の推進をををを掲げてい掲げてい掲げてい掲げているが、改めてるが、改めてるが、改めてるが、改めて考考考考

え方をお聞え方をお聞え方をお聞え方をお聞きしたい。きしたい。きしたい。きしたい。    

「京都ビジョン 2040」の「世界の文化首都・京都」の中で掲げた文化庁の京都移転がようや

く実現した。双京構想についても、段階を経ながら要望をしていくタイミングに入っていくと思

う。皇室のどなたかにお住まいいただくことと合わせて、東京の宮中行事で京都にて開催できる

ものを具体化し、オール京都による要望活動などに取り組んでいきたい。 

以 上 



議　員　名 変更点

株 式 会 社 ア ー キ エ ム ズ 代表取締役 村田　雅明 新

株 式 会 社 朝 日 堂 代表取締役会長 淺井　國勝

イ オ ン モ ー ル 株 式 会 社 ｲｵﾝﾓｰﾙKYOTOｾﾞﾈﾗﾙﾏﾈｰｼﾞｬｰ 両角　友裕

株 式 会 社 イ セ ト ー 代表取締役会長　 小谷　達雄

伊 藤 屋 株 式 会 社 代表取締役社長 伊藤　邦夫 新

株 式 会 社 今 與 代表取締役社長 今西　信隆

Ｓ Ｇ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 代表取締役会長 栗和田 榮一

近 江 屋 株 式 会 社 代表取締役社長 房本　伸也 新

株 式 会 社 大 垣 書 店 代表取締役　　 大垣　守弘

株 式 会 社 オ ー ビ ー ビ ー 代表取締役社長 小川　　浩

株 式 会 社 岡 野 組 代表取締役社長 岡野　益巳

小 川 珈 琲 株 式 会 社 代表取締役社長 小川　秀明

株 式 会 社 片 岡 製 作 所 代表取締役社長 片岡　宏二

株 式 会 社 か ね わ 工 務 店 代表取締役社長 田丸　政則

株 式 会 社 川 島 織 物 セ ル コ ン 代表取締役社長 山口　　進

株 式 会 社 祇 園 辻 利 代表取締役社長 三好　正晃

株 式 会 社 菊 水 製 作 所 代表取締役会長 島田　啓司

株 式 会 社 木 乃 婦 代表取締役会長 髙橋　信昭

株式会社キャリエール・インターナショナル 代表取締役社長 田中　誠二

京 染 卸 商 業 組 合 理事長　 田村　輝男

株 式 会 社 京 都 駅 観 光 デ パ ー ト 代表取締役社長 押川　正大

株 式 会 社 京 都 環 境 保 全 公 社 代表取締役社長 檀野　恭介 新

株 式 会 社 京 都 製 作 所 代表取締役会長 橋本　進

株 式 会 社 京 都 西 川 代表取締役 大河内　徹心 新

京 都 府 旅 館 ホ テ ル 生 活 衛 生 同 業 組 合 理事長 北原　茂樹

株 式 会 社 京 都 ホ テ ル 代表取締役社長 福永　法弘

京 都 丸 紅 株 式 会 社 代表取締役社長 梅島　義之

議員職務執行者

１号議員（76人）１号議員（76人）１号議員（76人）１号議員（76人）

（任期：平成28年11月1日～平成31年10月31日）（任期：平成28年11月1日～平成31年10月31日）（任期：平成28年11月1日～平成31年10月31日）（任期：平成28年11月1日～平成31年10月31日）

京都商工会議所　次期議員一覧 京都商工会議所　次期議員一覧 京都商工会議所　次期議員一覧 京都商工会議所　次期議員一覧 

記者配布資料①
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京 都 薬 品 工 業 株 式 会 社 代表取締役社長 北尾　和彦

近 建 ビ ル 管 理 株 式 会 社 代表取締役社長 朝田　華美

久 保 商 事 株 式 会 社 代表取締役社長 久保　善昭

京 華 産 業 株 式 会 社 代表取締役社長 小島　英利

京 阪 バ ス 株 式 会 社 取締役会長 脇　博一

京 福 電 気 鉄 道 株 式 会 社 代表取締役社長 岡本　光司

啓 明 商 事 株 式 会 社 代表取締役社長 野瀬　兼治郎

佐 川 印 刷 株 式 会 社 代表取締役会長 木下　宗昭

サ ム コ 株 式 会 社 代表取締役会長 辻　　理

サ ン コ ー ル 株 式 会 社 相談役　 田　茂次

三 洋 化 成 工 業 株 式 会 社 代表取締役社長 安藤　孝夫 新

株式会社ジーエス・ユアサコーポレーション 取締役会長 依田　　誠

株 式 会 社 Ｊ Ｔ Ｂ 西 日 本 京 都 支 店 執行役員支店長 森口　浩紀

株 式 会 社 写 真 化 学 代表取締役会長兼社長 石田　敬輔

株 式 会 社 ス ポ ー ツ 館 ミ ツ ハ シ 代表取締役社長 三橋　隆史 新

株 式 会 社 大 安 代表取締役社長 大　安史 2号→1号

大 和 証 券 株 式 会 社 京 都 支 店 執行役員京都支店長 城川　博孝

株 式 会 社 髙 島 屋 京 都 店 執行役員店長 岡部　恒明 2号→1号

髙 田 勝 株 式 会 社 代表取締役社長 髙田　啓史 新

株 式 会 社 た け び し 取締役会長 岩田　武久

株 式 会 社 た づ ア ー ト 取締役会長 森井　士朗

株 式 会 社 田 中 工 務 店 代表取締役 田中　勝久 新

一 般 社 団 法 人 地 域 企 業 振 興 協 会 理事長 中野　雄介

株 式 会 社 ち き り や 代表取締役 米内　政明 新

千 代 田 電 機 株 式 会 社 代表取締役 松本　宗基 新

株 式 会 社 傳 來 工 房 代表取締役社長 橋本　和良

Ｔ Ｏ Ｗ Ａ 株 式 会 社 代表取締役社長 岡田　博和

西 陣 織 物 産 地 問 屋 協 同 組 合 理事長 川中　隆 2号→1号

ニ シ ム ラ 株 式 会 社 代表取締役会長　 宮崎　虎一郎 2号→1号

ニ チ コ ン 株 式 会 社 代表取締役会長 武田　一平

ニ チ ユ 三 菱 フ ォ ー ク リ フ ト 株 式 会 社 取締役社長 二ノ宮　秀明

株 式 会 社 日 商 社 代表取締役社長 谷川　隆
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株 式 会 社 野 村 佃 煮 代表取締役会長　 野村　憲司

服 部 織 物 株 式 会 社 代表取締役専務 服部　正毅

花 豊 造 園 株 式 会 社 代表取締役社長 山田　拓広 2号→1号

株 式 会 社 表 現 社 代表取締役社長 田中　良明

福 田 金 属 箔 粉 工 業 株 式 会 社 代表取締役会長 福田　　健

本 家 八 ッ 橋 西 尾 株 式 会 社 代表取締役会長 西尾　陽子

株 式 会 社 増 田 医 科 器 械 代表取締役社長 戸島　耕二

株 式 会 社 増 田 德 兵 衞 商 店 代表取締役社長 増田　德兵衞

有 限 会 社 み す や 忠 兵 衛 代表取締役社長 山口　忠洋

三 井 生 命 保 険 株 式 会 社 京 都 支 社 京都支社長 池部　宣行

美 濃 清 商 工 株 式 会 社 代表取締役社長 若山　貴義

ム ー ン バ ッ ト 株 式 会 社 相談役　 岡田　登史彦

明 成 化 学 工 業 株 式 会 社 代表取締役社長 貴志　宏史

株 式 会 社 山 一 パ ン 総 本 店 代表取締役社長 山本　隆英

株 式 会 社 湯 葉 弥 代表取締役 中村　俊次 新

株 式 会 社 洛 西 自 動 車 代表取締役会長 太田　伊右門 新

株 式 会 社 リ ー フ ・ パ ブ リ ケ ー シ ョ ン ズ 代表取締役社長 中西　真也
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部会名

議　員　名 変更点

株 式 会 社 川 勝 總 本 家 代表取締役社長 川勝　康行

京 都 麻 業 株 式 会 社 代表取締役会長 小泉　光太郎

株 式 会 社 ジ ェ イ ア ー ル 西 日 本 伊 勢 丹 代表取締役社長 瀬良　知也

株 式 会 社 大 丸 松 坂 屋 百 貨 店 大 丸 京 都 店 執行役員大丸京都店長 丹羽　亨 1号→2号

株 式 会 社 田 ご と 代表取締役会長　 堀部　素弘 1号→2号

株 式 会 社 西 浅 取締役会長 児玉　保次

京 都 全 魚 類 卸 協 同 組 合 理事長 池本　周三

モ リ カ ワ 商 事 株 式 会 社 代表取締役会長 木下　泰一

株 式 会 社 若 林 佛 具 製 作 所 取締役相談役 若林　卯兵衛

京 都 原 糸 商 協 同 組 合 理事長 塩尻　忠男 1号→2号

京 都 友 禅 協 同 組 合 理事長 池田　佳隆

吉 忠 株 式 会 社 代表取締役社長 吉田　忠嗣

ワ タ ベ ウ ェ デ ィ ン グ 株 式 会 社 代表取締役会長 渡部　秀敏

株 式 会 社 イ シ ダ 代表取締役社長 石田　隆英 職務執行者変更

株 式 会 社 SCREEN ホ ー ル デ ィ ン グ ス 取締役会長 石田　　明

日 新 電 機 株 式 会 社 代表取締役社長 小畑　英明

三 菱 自 動 車 工 業 株 式 会 社 執行役員ﾊﾟﾜｰﾄﾚｲﾝ製作所長 赤松　儀隆

株 式 会 社 村 田 製 作 所 代表取締役社長 村田　恒夫

要 建 設 株 式 会 社 代表取締役社長 三輪　泰之

社 団 法 人 京 都 府 建 設 業 協 会 京 都 支 部 支部長 小﨑　　学

京 都 木 材 協 同 組 合 副理事長 辻井　　毅

株 式 会 社 地 域 計 画 建 築 研 究 所 代表取締役会長 杉原　五郎

日 本 シ ス テ ム 工 業 株 式 会 社 代表取締役 小野　　昭

株 式 会 社 井 筒 八 ッ 橋 本 舗 代表取締役会長 津田　純一

北 尾 商 事 株 式 会 社 代表取締役社長 北尾　　陽

株 式 会 社 俵 屋 吉 富 代表取締役社長 石原　義清

株 式 会 社 西 利 代表取締役会長 平井　義久

株 式 会 社 福 寿 園 京 都 本 店 代表取締役名誉会長 福井　正典

日 本 新 薬 株 式 会 社 代表取締役社長 前川　重信

古 川 勘 株 式 会 社 代表取締役社長 古川　元夫 1号→2号

卸

売

商

業

建

設

産

業
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機

・

機

械

金
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・

染

織

小

売

商

業

議員職務執行者

2号議員（52人）2号議員（52人）2号議員（52人）2号議員（52人）

食

品

・

名

産

化

学
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大 阪 ガ ス 株 式 会 社 京 都 ・ 滋 賀 地 区 理事 京滋地区総支配人 小西池　透

日 本 写 真 印 刷 株 式 会 社
代表取締役社長兼最高経営責任者

鈴木　順也

京 都 駅 ビ ル 開 発 株 式 会 社 代表取締役社長 福山　隆夫

京 都 府 料 理 生 活 衛 生 同 業 組 合 理事長 佐竹　力総

株 式 会 社 鼓 月 取締役会長 中西　たえ子

株 式 会 社 聖 護 院 八 ッ 橋 總 本 店 代表取締役社長 鈴鹿　且久

株 式 会 社 し ょ う ざ ん 代表取締役社長 松山　靖史

株 式 会 社 ハ ト ヤ 観 光 代表取締役社長 岩井　一路

彌 榮 自 動 車 株 式 会 社 代表取締役社長 粂田　佳幸

京 都 中 央 信 用 金 庫 理事長 白波瀬　誠 職務執行者変更

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 京 都 支 店 支店長 須見　則夫 新

株 式 会 社 京 都 放 送 代表取締役会長 中澤　隆司

ジ ー ク 株 式 会 社 代表取締役社長 湯淺　圭一

株 式 会 社 淡 交 社 代表取締役社長 納屋　嘉人

西 日 本 電 信 電 話 株 式 会 社 京 都 支 店 支店長 佐々木　康之 1号→2号

有 限 会 社 服 部 和 子 き も の 学 院 代表取締役 服部　和子

石 原 会 計 事 務 所 会長 石原　　豊

税 理 士 法 人 京 都 合 同 会 計 代表社員・会長 森田　惠三

株 式 会 社 く ろ ち く 代表取締役社長 黒竹　節人 1号→2号

株 式 会 社 公 益 社 代表取締役会長 松井　昭憲

ジーケージャパンエージェンシー株式会社 代表取締役社長 橋田　正信

ワ タ キ ュ ー セ イ モ ア 株 式 会 社 代表取締役社長 安道　光二

金

融
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・

情
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業
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議　員　名 変更点

オ ム ロ ン 株 式 会 社 名誉会長 立石　義雄

関 西 電 力 株 式 会 社 京 都 支 社 執行役員 京都支社長 井上　正英

京 セ ラ 株 式 会 社 代表取締役会長 久芳　徹夫

株 式 会 社 京 都 銀 行 取締役相談役 柏原　康夫

株 式 会 社 京 都 新 聞 社 代表取締役社長・主筆 永島　宣彦 職務執行者変更

京 都 青 果 合 同 株 式 会 社 代表取締役社長 内田    隆

京 阪 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 式 会 社 代表取締役社長 加藤　好文

月 桂 冠 株 式 会 社 代表取締役社長 大倉　治彦

株 式 会 社 島 津 製 作 所 相談役 服部　重彦

第 一 工 業 製 薬 株 式 会 社 相談役 大柳　雅利

宝 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 相談役 大宮　正

株 式 会 社 ト ー セ 代表取締役会長 齋藤　茂

西 陣 織 工 業 組 合 理事長 渡邉　隆夫

西 日 本 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 京 都 支 社
執行役員近畿統括本部京都支社長

岩崎　悟志

日 本 電 産 株 式 会 社 代表取締役会長兼社長 永守　重信

任 天 堂 株 式 会 社 取締役社長 君島　達己

株 式 会 社 フ ク ナ ガ 代表取締役会長 福永　晃三

株 式 会 社 藤 井 大 丸 代表取締役社長 藤井　久嗣

株 式 会 社 堀 場 製 作 所 代表取締役会長兼社長 堀場　厚

村 田 機 械 株 式 会 社 代表取締役会長 村田　純一

ロ ー ム 株 式 会 社 取締役 佐藤　研一郎

株 式 会 社 ワ コ ー ル ホ ー ル デ ィ ン グ ス 代表取締役社長 塚本　能交

3号議員（22人）3号議員（22人）3号議員（22人）3号議員（22人）

議員職務執行者
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記者配布資料② 



京都府知事京都府知事京都府知事京都府知事    山田啓二山田啓二山田啓二山田啓二様様様様    

    

京都京都京都京都府の平成２９府の平成２９府の平成２９府の平成２９年度予算に関する要望年度予算に関する要望年度予算に関する要望年度予算に関する要望    

    

京都府におかれましては、日頃から府民生活の向上のため、府内産業の振京都府におかれましては、日頃から府民生活の向上のため、府内産業の振京都府におかれましては、日頃から府民生活の向上のため、府内産業の振京都府におかれましては、日頃から府民生活の向上のため、府内産業の振

興に尽力され、本所事業にご指導・ご協力をいただき厚く御礼申し上げます。興に尽力され、本所事業にご指導・ご協力をいただき厚く御礼申し上げます。興に尽力され、本所事業にご指導・ご協力をいただき厚く御礼申し上げます。興に尽力され、本所事業にご指導・ご協力をいただき厚く御礼申し上げます。    

さて、さて、さて、さて、世界経済世界経済世界経済世界経済ののののリスクに立ち向かい、リスクに立ち向かい、リスクに立ち向かい、リスクに立ち向かい、日本経済日本経済日本経済日本経済のののの再生を成し遂げるため再生を成し遂げるため再生を成し遂げるため再生を成し遂げるため

には、には、には、には、地域地域地域地域のののの中小企業を中小企業を中小企業を中小企業を中心として中心として中心として中心として、、、、人、人、人、人、文化、文化、文化、文化、産業産業産業産業などあらゆる資源をなどあらゆる資源をなどあらゆる資源をなどあらゆる資源を活活活活

かしながらかしながらかしながらかしながら、、、、地域地域地域地域経済経済経済経済のののの活性化活性化活性化活性化とととと好循環好循環好循環好循環拡大拡大拡大拡大を進めを進めを進めを進めるるるることがことがことがことが重要重要重要重要となります。となります。となります。となります。    

全国各地で地方創生への取り組みが始動全国各地で地方創生への取り組みが始動全国各地で地方創生への取り組みが始動全国各地で地方創生への取り組みが始動するなかでするなかでするなかでするなかで、、、、活力あふれる活力あふれる活力あふれる活力あふれる京都京都京都京都をををを

創生するためには、京都の未来像である創生するためには、京都の未来像である創生するためには、京都の未来像である創生するためには、京都の未来像である「世界交流首都・京都」を目指して、「世界交流首都・京都」を目指して、「世界交流首都・京都」を目指して、「世界交流首都・京都」を目指して、

あらゆる分野で攻めの連携あらゆる分野で攻めの連携あらゆる分野で攻めの連携あらゆる分野で攻めの連携を強化し、を強化し、を強化し、を強化し、オール京都で未来へのオール京都で未来へのオール京都で未来へのオール京都で未来への挑戦挑戦挑戦挑戦を加速化を加速化を加速化を加速化ささささ

せせせせなければなりません。なければなりません。なければなりません。なければなりません。    

そそそそのシンボルとして、のシンボルとして、のシンボルとして、のシンボルとして、京都経済界と京都経済界と京都経済界と京都経済界と京都府、京都市等が連携して整備を進京都府、京都市等が連携して整備を進京都府、京都市等が連携して整備を進京都府、京都市等が連携して整備を進

める京都経済センター（仮称）が平成３１年める京都経済センター（仮称）が平成３１年める京都経済センター（仮称）が平成３１年める京都経済センター（仮称）が平成３１年春に完成予定であり、春に完成予定であり、春に完成予定であり、春に完成予定であり、全国の地全国の地全国の地全国の地

方創生に向けた方創生に向けた方創生に向けた方創生に向けた文化庁の全面的な移転も決定しております文化庁の全面的な移転も決定しております文化庁の全面的な移転も決定しております文化庁の全面的な移転も決定しております。。。。これらこれらこれらこれらをををを追い風追い風追い風追い風

として、「世界の文化首都」、として、「世界の文化首都」、として、「世界の文化首都」、として、「世界の文化首都」、「大学のまち」、そして「価値創造都市」と「大学のまち」、そして「価値創造都市」と「大学のまち」、そして「価値創造都市」と「大学のまち」、そして「価値創造都市」と

いう京都の強みいう京都の強みいう京都の強みいう京都の強みをををを磨き磨き磨き磨き上げ上げ上げ上げ、、、、全国に先駆けて全国に先駆けて全国に先駆けて全国に先駆けて京都創生を京都創生を京都創生を京都創生を実現実現実現実現することが求めすることが求めすることが求めすることが求め

られております。られております。られております。られております。    

京都商工会議所では、京都商工会議所では、京都商工会議所では、京都商工会議所では、「知恵産業「知恵産業「知恵産業「知恵産業のまち・京都ののまち・京都ののまち・京都ののまち・京都の推進推進推進推進」を基本方針とする」を基本方針とする」を基本方針とする」を基本方針とする

ニュー京商ビジョンに基づきニュー京商ビジョンに基づきニュー京商ビジョンに基づきニュー京商ビジョンに基づき、地域の特性や企業、地域の特性や企業、地域の特性や企業、地域の特性や企業独自の強みを活かした「知独自の強みを活かした「知独自の強みを活かした「知独自の強みを活かした「知

恵ビジネス」への支援を展開してきました。恵ビジネス」への支援を展開してきました。恵ビジネス」への支援を展開してきました。恵ビジネス」への支援を展開してきました。「知恵の連鎖」「知恵の連鎖」「知恵の連鎖」「知恵の連鎖」をテーマに掲げをテーマに掲げをテーマに掲げをテーマに掲げ

るるるるサードステージまでの９年間サードステージまでの９年間サードステージまでの９年間サードステージまでの９年間でででで、、、、本所知恵ビジネスプランコンテストをは本所知恵ビジネスプランコンテストをは本所知恵ビジネスプランコンテストをは本所知恵ビジネスプランコンテストをは

じめじめじめじめ、オール京都、オール京都、オール京都、オール京都によるによるによるによる支援に支援に支援に支援によって“よって“よって“よって“知恵知恵知恵知恵””””に関連する認証をに関連する認証をに関連する認証をに関連する認証を取得し取得し取得し取得した企た企た企た企

業は１，５００社にも及業は１，５００社にも及業は１，５００社にも及業は１，５００社にも及んでおります。んでおります。んでおります。んでおります。知恵ビジネスが多様な産業群として知恵ビジネスが多様な産業群として知恵ビジネスが多様な産業群として知恵ビジネスが多様な産業群として

集積する集積する集積する集積する「知恵産業の森」を実現するために、「知恵産業の森」を実現するために、「知恵産業の森」を実現するために、「知恵産業の森」を実現するために、現在策定を進めている新たな現在策定を進めている新たな現在策定を進めている新たな現在策定を進めている新たな

ビジョンのもとで、ビジョンのもとで、ビジョンのもとで、ビジョンのもとで、「「「「知恵知恵知恵知恵のののの集積集積集積集積」」」」に向けたに向けたに向けたに向けた取り取り取り取り組組組組みみみみをををを一層一層一層一層飛躍させ飛躍させ飛躍させ飛躍させたいとたいとたいとたいと

考えております。考えております。考えております。考えております。    

京都府におかれましては、京都府におかれましては、京都府におかれましては、京都府におかれましては、こうした本所が推進する事業こうした本所が推進する事業こうした本所が推進する事業こうした本所が推進する事業に対してに対してに対してに対して支援いた支援いた支援いた支援いた

だくとともにだくとともにだくとともにだくとともに、、、、京都市や関係機関との緊密な連携のもとで、京都市や関係機関との緊密な連携のもとで、京都市や関係機関との緊密な連携のもとで、京都市や関係機関との緊密な連携のもとで、文化をはじめと文化をはじめと文化をはじめと文化をはじめと

する京都の知恵を活かしたする京都の知恵を活かしたする京都の知恵を活かしたする京都の知恵を活かした産業振興やまちづくり等の施策を強力に推進して産業振興やまちづくり等の施策を強力に推進して産業振興やまちづくり等の施策を強力に推進して産業振興やまちづくり等の施策を強力に推進して

いただきますようお願い申し上げます。いただきますようお願い申し上げます。いただきますようお願い申し上げます。いただきますようお願い申し上げます。    

厳しい財政下ではございますが、本所は京都府の平成２厳しい財政下ではございますが、本所は京都府の平成２厳しい財政下ではございますが、本所は京都府の平成２厳しい財政下ではございますが、本所は京都府の平成２９９９９年度の予算の編年度の予算の編年度の予算の編年度の予算の編

成にあたり、以下の項目を要望いたします。成にあたり、以下の項目を要望いたします。成にあたり、以下の項目を要望いたします。成にあたり、以下の項目を要望いたします。    

                

平成平成平成平成２２２２８８８８年年年年１０１０１０１０月月月月    

京都商工会議所京都商工会議所京都商工会議所京都商工会議所    会頭会頭会頭会頭                立立立立        石石石石        義義義義        雄雄雄雄 



９．中小企業のアジアビジネス支援の強化

１．知恵産業創造に意欲的な中小企業への支援の拡充

８．新市場・販路開拓事業の支援強化

１０．中小企業金融支援の強化

１３．低エネルギー社会の実現に向けた環境経営の推進への支援

５．京都経済活性化に向けた都市基盤の整備

・ 北陸新幹線の早期延伸と「舞鶴・京都ルート」決定に向けた取組みの推進
・ 新名神⾼速道路の早期全線完成の促進
・ 物流の集約・効率化など舞鶴港の利⽤促進のための条件整備の推進

８．女性活躍の推進

・ 京都ウィメンズベースの体制及び機能の強化や⼥性登⽤を目指す企業への
⽀援など⼥性が働きやすい環境を実現するための施策の充実・強化

・ 京都府、京都市の男⼥共同参画に関する取組みの統合に向けた検討の
加速化（新規）

５．「京都・観光文化検定試験」の積極的な活用

・ 東京オリンピックや京都⽂化⼒プロジェクトの開催を踏まえた京都検定の
活⽤奨励による京都の魅⼒の再認識や「おもてなし⼒」の向上

・ 府⽴中・⾼生および職員・教員による京都検定の積極的な活⽤

６．京都文化力プロジェクト２０１６－２０２０の推進

・ 伝統産業から先端産業に⾄る京都の魅⼒ある産業⽂化を取り⼊れた
プロジェクトの展開（新規）

４．観光閑散期対策事業の見直し

・ ⼊り込み観光客数の平準化を受けた「京都・花灯路事業」と「京の七夕事業」
の財源を含むあり方の検討

７．「京都経済センター（仮称）」の整備推進（再掲）

６．関西文化学術研究都市の整備促進

・ オープンイノベーションや科学技術と⽂化の融合、スマート分野における次世
代インフラの整備など「新たな都市創造プラン」に基づく事業の推進

・ ＫＩＣＫにおける理化学研究所の科学技術ハブ拠点設置を目指した共同
研究や新産業創造に向けた取組みの推進

３．産業空洞化対策と雇用拡大のための企業立地の促進

・ ⽤地需要の⾼い府南部地域における企業⽴地適地の確保の積極的な推進

７．防災・減災対策の強化

４．「京都スタジアム（仮称）」の早期建設着工

１．観光客誘客のための環境整備の推進

・ 宿泊施設の受け⼊れ能⼒や質の向上はもとより、多⾔語案内、交通をはじ
めとする国内外旅⾏者の観光促進のためのまちづくり、⼈づくり、安⼼・安全
対策など受け⼊れ体制構築の推進

・ 「地域の稼ぐ⼒」創出のためのＤＭＯによる戦略的な観光⽴地域づくりの
推進（新規）

・ 観光インフラ整備の財源確保のための観光客を対象とする新税導⼊の
検討（新規）

３．ＭＩＣＥの戦略的推進

・ ＭＩＣＥ誘致のための戦略的な施策の推進（多様なニーズに対応できる
コンべンション施設・機能の整備やネットワークの強化等）

・ 観光消費拡大に向けた本所との連携等オール京都によるMI分野の積極的
な取込みの推進

８．「世界の文化首都・京都」の推進

・ ⽂化庁「地域⽂化創生本部（仮称）」への協⼒や⽂化を活かした観光
振興、伝統産業振興、まちづくり等の積極的な推進（新規）

・ 京都で実現可能な宮中⾏事等の検討など「双京構想」の推進

４．創業への機運醸成と多面的支援（新規）

・ 創業予備軍の起業意欲向上のための機運醸成と開業率向上を目指した
⽀援策の充実・強化

・ 「京商 食の６次化推進⽀援ボード」とも連携し、川上から川下のビジネス
マッチングや６次産業化の取組みへの積極的な⽀援

６．商工業者と農林水産業者の連携や６次産業化への支援

３．中小企業経営支援の一層の強化

・ 小規模事業者に対する⽀援や知恵ビジネスの推進等の事業を継続的かつ
効果的に実⾏するための予算措置の拡充・強化

１２．小売商業・商店街への支援

１４．「京で働き、京で暮らす」産業人材の育成と人材確保支援施策の充実・強化

・ 若年者の正規雇⽤化や⼥性・⾼齢者・障害者の雇⽤拡大を図る中小企
業への⽀援の強化

・ ⼈材確保に取り組む中小企業の情報発信やインターンシップ等の実施への
⽀援強化

７．首都圏販路開拓支援事業の支援拡充

・ 商談会のみならず商品・サービスの開発など知恵ビジネス企業の⾸都圏販路
開拓への⽀援拡充

２．次代を担う産業育成施策の充実・強化

・ 京都経済センター（仮称）の開設を⾒据えた「京都産業育成コンソーシアム」
や「京都産学公連携機構」の機能強化の検討

１．京都ブランド発信事業への支援

・ 「京都創造者大賞」や「京都クリエイティブビジネス海外展開助成⾦」への
⼀層の⽀援・協⼒

２．ＫＹＯＴＯ ＣＭＥＸへの支援

・ コンテンツ業界のビジネスマッチングやクリエイティブ⼈材の育成・交流を図る事
業として⼀層の充実と情報発信の強化

１１．伝統産業への支援

・ 新たな市場創造に向けた活性化策や⼈材育成のための⽀援の実施
・ 和装⽂化のユネスコ無形⽂化遺産登録への機運醸成の推進

５．円滑な事業承継に向けた支援体制の強化

・ 経営の円滑なバトンタッチや安定した事業継続をサポートするための経営⽀
援員の増員や施策の普及等の重点的な推進

１５．ライフサイエンス産業への支援（新規）

・ 中小企業の新規参⼊や事業化を促進するための切れ目のない⽀援体制の構築
・ 中⻑期的視点に⽴った専門⼈材の発掘・育成

Ⅰ．知恵ビジネス・がんばる中小企業支援

Ⅱ．創造性が開花するまちの推進

Ⅲ．大交流都市の創造

・ 中小企業の育成・⽀援をはじめとする経済センター機能
の整備、にぎわいの創出、管理運営体制の構築等への
積極的な⽀援

１．「京都経済センター（仮称）」の整備推進

① ⽂化庁の早期全面移転の実現（新規）
② 「京都⽂化⼒プロジェクト2016-2020」の推進
③ 皇族の方々に京都にお住まいいただく「双京構想」の推進

２．「世界交流首都・京都」を目指した施策の推進

① 知恵ビジネスなど成⻑意欲のある中小企業への⽀援
② 商工業者と農林⽔産業者の連携や６次産業化への⽀援
③ 創業や事業承継への⽀援の強化
④ 「京で働き、京で暮らす」ための施策の推進
⑤ ⼥性など多様な⼈材の活躍促進（新規）

３．京都流 地域創生のための施策の推進

２．新たな観光資源の開発や文化財の活用推進（新規）

・ ⽂化財や産業遺産等を活⽤した新たな観光資源の開発
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重要重要重要重要項目項目項目項目    

１１１１．．．．「京都経済センター「京都経済センター「京都経済センター「京都経済センター（仮称）（仮称）（仮称）（仮称）」」」」の整備推進の整備推進の整備推進の整備推進 

京都経済百年の計としてオール京都体制で取り組んでいる「京都経済センター

（仮称）」は、平成３１年春の竣工を目指し、工事に着手したところであるが、

中小企業の育成・支援をはじめとする経済センター機能の整備、にぎわいの創出、

管理運営体制の構築等に、引き続き積極的な支援を図られたい。 

２．「世界交流首都・京都」を目指した施策の推進２．「世界交流首都・京都」を目指した施策の推進２．「世界交流首都・京都」を目指した施策の推進２．「世界交流首都・京都」を目指した施策の推進（一部（一部（一部（一部新規新規新規新規）））） 

人口減少を乗り越えて京都の活力を創造するためには、人や文化、産業等の多

様な交流を生み出すことが重要である。ついては、「京都ビジョン２０４０」に

掲げる「世界交流首都・京都」を目指して、オール京都の知恵をあわせて次の施

策を推進されたい。 

 

①「世界の文化首都・京都」に向けた文化庁の早期全面移転の実現（新規） 

②「京都文化力プロジェクト２０１６－２０２０」の推進 

③皇族の方々に京都にお住まいいただく「双京構想」の推進 

 

３．３．３．３．京都流京都流京都流京都流    地域創生地域創生地域創生地域創生のためののためののためののための施策の施策の施策の施策の推進推進推進推進（（（（一部一部一部一部新規新規新規新規）））） 

京都流 地域創生を実現するためには、地域の産業や雇用を支え、人々の生活

に密着した商品やサービスを提供する中小企業の育成・支援が不可欠である。つ

いては、中小企業を中心とする成長の実現に向けて、次の施策を重点的に推進さ

れたい。 

 

①知恵ビジネスなど成長意欲のある中小企業への支援 

②商工業者と農林水産業者の連携や６次産業化への支援 

③創業や事業承継への支援の強化 

④「京で働き、京で暮らす」ための施策の推進 

⑤女性など多様な人材の活躍促進（新規） 
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ⅠⅠⅠⅠ．．．．知恵知恵知恵知恵ビジネスビジネスビジネスビジネス・がんばる・がんばる・がんばる・がんばる中小企業中小企業中小企業中小企業支援支援支援支援    

１１１１．．．．知恵産業創造に意欲的な中小企業への支援の拡充知恵産業創造に意欲的な中小企業への支援の拡充知恵産業創造に意欲的な中小企業への支援の拡充知恵産業創造に意欲的な中小企業への支援の拡充    

本所では、「知恵産業のまち・京都」の実現に向け、その源泉となる知恵ビジ

ネス企業の創出・発展に取り組み、９年が経過した。 

「京都産業育成コンソーシアム」における、京都知恵産業支援共同事業の実施

や知恵の認証制度の普及など、オール京都による活動により、知恵に関連する認

証制度の取得企業が約１,５００社に及ぶなど、次代の京都産業を担う中小企業

が着実に広がりを見せている。 

地域に根差す知恵ビジネスを数多く生み出し、地域の雇用を支える新しい多様

な産業群を集積させる「知恵産業の森」形成への取組みは、「京都流 地域創生」

に向けた中核となるべきものである。 

知恵産業創造に向けた元気な成長企業に焦点をあて、京都版エコノミックガー

デニングの手法によって継続性を持って育成・支援するとともに、平成３０年 

１０月で満了する「きょうと元気な地域づくり応援ファンド」の継続運用など公

的認定制度や補助制度などの支援施策を充実・強化されたい。 

２２２２．．．．次代を担う産業育成施策の充実・強化次代を担う産業育成施策の充実・強化次代を担う産業育成施策の充実・強化次代を担う産業育成施策の充実・強化    

次代を担う中小企業や産業分野の成長をいち早く図るためには、府・市・経済

界が一丸となり、「京都産学公連携機構」の運営などを通じて、長期的な視点か

ら効率的・効果的な産業育成施策を展開することが不可欠である。 

ついては、中小企業と大学等との橋渡しをはじめオール京都での産学公連携機能

の強化を図るため、「京都経済センター（仮称）」の開設を見据え、「京都産業育成

コンソーシアム」や「京都産学公連携機構」の一層の機能強化を検討されたい。 

また、「京都イノベーションベルト構想」の具体化・推進等の各種施策を積極

的に推進されたい。 

３３３３．中小企業経営支援の一層の強化．中小企業経営支援の一層の強化．中小企業経営支援の一層の強化．中小企業経営支援の一層の強化 

本所は、経営発達支援計画の認定を受け、地域の頑張る小規模事業者に対す

る支援を進めるとともに、成長意欲溢れる中堅企業の一層の躍進をも含め、「知

恵ビジネスの推進」に取り組んでいるところであり、これらの事業が継続的か

つ効果的に実行できるよう小規模・中小企業並びに中堅企業支援のための予算

措置拡充・強化を図られたい。 

また、小規模・中小企業及び中堅企業に対する経営支援施策の展開において

は、国の施策と連携した運営を講じていただきたい。 
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４４４４．．．．創業への機運醸成と多面的支援創業への機運醸成と多面的支援創業への機運醸成と多面的支援創業への機運醸成と多面的支援（新規）（新規）（新規）（新規）    

地域の雇用と経済を支える企業が数多く生まれるよう、京都府の開業・起業支

援事業や京都市の創業支援事業を地域の産業支援機関との連携のもとで推進す

るとともに、創業予備軍の起業意欲向上などの機運を醸成し、開業率向上へ一層

効果を発揮するよう支援策の充実・強化を図られたい。 

５５５５．円滑な事業承継に向けた支援体制の強化．円滑な事業承継に向けた支援体制の強化．円滑な事業承継に向けた支援体制の強化．円滑な事業承継に向けた支援体制の強化    

地域経済の成長を担う小規模・中小企業において、経営者の高齢化等に伴う

後継者の確保や事業の承継が大きな課題となっている。本所の創業・事業承継

推進室や京都府事業引継ぎ支援センターが中核となり、円滑な事業承継の推進

に向けた啓発活動等を展開しているが、経営の円滑なバトンタッチや安定した

事業継続をサポートするために経営支援員の増員や施策の普及など支援体制の

強化を重点的に推進されたい。 

６６６６．．．．商工業者と農林水産業者の連携や商工業者と農林水産業者の連携や商工業者と農林水産業者の連携や商工業者と農林水産業者の連携や６６６６次産業化への支援次産業化への支援次産業化への支援次産業化への支援    

地域資源や産業の強みを活かして新たな価値やビジネスを創造するために、

商工業者と農林水産業者の連携や６次産業化の取組みを拡大することが重要で

ある。ついては、「京商 食の６次化推進支援ボード」とも連携し、川上から川

下のビジネスマッチングや６次産業化の取組みを積極的に支援されたい。 

７７７７．．．．首都圏販路開拓支援事業の首都圏販路開拓支援事業の首都圏販路開拓支援事業の首都圏販路開拓支援事業の支援拡充支援拡充支援拡充支援拡充 

次代の京都産業を担う中小企業が着実に広がりを見せる中、これら企業が成

長・発展を遂げていくためには、地域を越えた広域的な市場開拓や販路開拓の取

組みをしっかりサポートすることが極めて重要である。 

京都産業育成コンソーシアムのもと、オール京都体制による支援事業「京都知

恵産業フェア」を実施し、知恵ビジネスの発掘・育成から販路開拓まで、企業の

成長を促す一貫した支援スキームを構築するとともに、消費・流通の一大拠点で

ある首都圏において需要喚起を行ってきたところである。 

これらのノウハウを活用しながら、成長意欲のある中小企業を継続的に、また

数多く輩出していくためにも、商談会の開催のみならず商品・サービスの開発な

ど、知恵ビジネス企業の首都圏販路開拓を幅広く支援されたい。 

８８８８．．．．新市場・新市場・新市場・新市場・販路開拓事業の支援強化販路開拓事業の支援強化販路開拓事業の支援強化販路開拓事業の支援強化    

京もの海外進出支援事業「Kyoto Connection・Kyoto Contemporary」や、

国内販路開拓事業「あたらしきもの京都プロジェクト」は、多くの事業者から
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参加応募があり、新規顧客の獲得などの成果が挙がっている。２０１８年には

京都市とパリ市の友情盟約締結６０周年、また本所とパリ商工会議所の友好協

定締結３０周年を控え、両国、両都市の経済、文化交流の一層の進展が期待さ

れる中で、パリを拠点として取り組んできた同海外進出支援事業が重要となる。 

また、今年度は、オール京都体制による「京都知恵産業フェア２０１７」を

開催するほか、新たな販路開拓に向けた商談の場となる「京のイチ押し商品売

り込み商談会」の充実・強化、さらには「アジア市場開拓チャレンジ事業」の

実施など、販路開拓事業を積極的に展開している。 

厳しい企業間競争の中で、中小企業にとって新市場・販路開拓は極めて重要

な課題であり、ついてはこれら取組みが持続的に実施できるよう一層の支援充

実を図られたい。 

９９９９．中小企業のアジアビジネス支援の強化．中小企業のアジアビジネス支援の強化．中小企業のアジアビジネス支援の強化．中小企業のアジアビジネス支援の強化    

中小企業の持続的な成長を促すためには、アジア地域の旺盛な消費を取り込ん

でいくことが重要である。 

ついては、ジェトロ京都事務所と密接に連携し、意欲ある中小企業のアジアへ

のビジネス展開に対する支援の充実・強化を図られたい。 

１０１０１０１０．中小企業金融支援の強化．中小企業金融支援の強化．中小企業金融支援の強化．中小企業金融支援の強化 

中小企業の資金繰りは改善傾向が見られるものの、創業や新たな分野への進出

に関する資金調達が困難な場合もあるほか、不透明な景気の先行きに不安を抱く

経営者も多い。ついては、地域経済を支える中小・小規模事業者の経営を下支え

するために、金融機関や信用保証協会等と連携を密にし、資金繰りに支障が生じ

ないよう、引き続き、万全の対策を講じられたい。 

１１１１１１１１．伝統産業への支援．伝統産業への支援．伝統産業への支援．伝統産業への支援 

京都は我が国を代表する伝統産業の集積地であるが、生活様式の変化等により

伝統産業を取り巻く環境は非常に厳しい状況にある。 

ついては、日本の伝統と文化を支える伝統産業のさらなる振興のため、文化庁

の移転決定や京都文化力プロジェクトの実施といった好機を活かし、伝統技術の

保存・継承のみならず、新たな市場創造に向けた活性化策や伝統産業を支える人

材育成のための支援策等を講じられたい。 

また、和装文化のユネスコ無形文化遺産登録への機運醸成をさらに推進されたい。 
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１１１１２２２２．小売商業・商店街への支援．小売商業・商店街への支援．小売商業・商店街への支援．小売商業・商店街への支援 

市内小売業の事業所数は、平成９年以降は減少の一途をたどり、小売商業・商

店街を取り巻く環境は極めて厳しい状況にある。 

とりわけ、都市の「顔」であり、地域の賑わいとコミュニティを支える商店街

をはじめ、意欲と創意あふれる商業者に対して積極的な支援を図られたい。 

地域の人々が集う活気ある商店街を目指して、民間活力を利用した空き店舗対

策と事業承継・創業支援を複合的に展開し、商店街振興施策などをより一層強化

されたい。 

１１１１３３３３．．．．低エネルギー社会の実現に向けた環境経営低エネルギー社会の実現に向けた環境経営低エネルギー社会の実現に向けた環境経営低エネルギー社会の実現に向けた環境経営のののの推進推進推進推進への支援への支援への支援への支援                

地球環境の保全や負荷軽減を考慮したエネルギー供給が求められていること

や、家庭や業務部門で増加しているエネルギーコストに対処するためには、中小

企業の省力化を進める技術革新とその普及が今まで以上に重要となる。「京都産

業エコ・エネルギー推進機構」など関係機関との連携のもと、エネルギー消費を

低減させながらも、次世代に誇れる産業・環境・社会がともに成長する“持続可

能な発展”に向け、京都発の「低エネルギー」社会の実現を目指し、中小企業に

とってメリットの大きい施策のさらなる充実・強化を図られたい。 

１１１１４４４４．．．．「京で働き、京で暮らす」「京で働き、京で暮らす」「京で働き、京で暮らす」「京で働き、京で暮らす」産業人材産業人材産業人材産業人材のののの育成育成育成育成と人材確保支援と人材確保支援と人材確保支援と人材確保支援施策の施策の施策の施策の        

充実・充実・充実・充実・強化強化強化強化    

現在、中小企業においては人手不足が問題となっており、業種によっては深刻

な状況となっている。ついては、雇用情勢の変化に対応した雇用対策事業の充実

を国に要望されたい。特に、若年者の正規雇用化及び女性・高齢者・障害者の雇

用拡大を図る中小企業に対する支援を強化されたい。 

一方、未来を担う人材が「京で働き、京で暮らす」ためには、学生や若者が地

元の企業で働くことを促進する施策が必要である。中小企業の人材確保のために

企業情報の発信強化やインターンシップ、職業体験等を実施する中小企業への支

援を強化されたい。併せて、産業人材の定着と育成について、オール京都での取

組みの更なる充実を図られたい。 

また、ジョブ・カード制度について、「ジョブ・カード制度京都府地域推進計

画」に沿って、企業への制度普及の支援を図られたい。  

１５１５１５１５．ライフサイエンス産業への支援．ライフサイエンス産業への支援．ライフサイエンス産業への支援．ライフサイエンス産業への支援（新規）（新規）（新規）（新規） 

ライフサイエンス産業は、安定的な成長産業である一方で、医療ニーズの把握や

法的規制、販路開拓など円滑な新規参入や事業化へのハードルが高い現状がある。 

ついては、中小企業の旺盛な新規参入や事業化を促進するために、ニーズ調査、



6 

試作・開発、薬事承認取得、上市・販路開拓まで、行政と支援機関、大学等の連

携による切れ目のない支援体制の構築を図られたい。また、ライフサイエンス分

野においても人材不足が顕在化してきていることから、中長期的視点に立った専

門人材の発掘・育成に取り組まれたい。 
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ⅡⅡⅡⅡ．．．．創造性創造性創造性創造性がががが開花開花開花開花するまちするまちするまちするまちのののの推進推進推進推進    

１１１１．．．．京都ブランド発信事業への京都ブランド発信事業への京都ブランド発信事業への京都ブランド発信事業への支援支援支援支援 

京都ブランド推進連絡協議会が実施している「京都創造者大賞」は、「京都ブ

ランド」のイメージアップや京都の都市格向上に貢献している個人・法人等の功

績を讃える賞として高く評価されている。本年度１０回目を迎えたこの賞が創造

性あふれる顕彰制度として継続実施できるよう、一層の支援、協力を図られたい。 

また、京都の優れたコンテンツやものづくり技術、サービス等を広く海外に発信

し、京都ブランドの価値向上や販路開拓等に寄与する事業に対して助成を行う「京

都クリエイティブビジネス海外展開助成金」は、販路を国外に求める事業者からの

ニーズは顕著であり、本助成金制度へのより一層の支援、協力を図られたい。 

２２２２．．．．ＫＹＯＴＯＫＹＯＴＯＫＹＯＴＯＫＹＯＴＯ    ＣＭＥＸＣＭＥＸＣＭＥＸＣＭＥＸへの支援への支援への支援への支援 

今や日本文化を代表するにまで成長したコンテンツ産業は、次代の京都産業の

牽引役を担い、文化庁の京都移転を契機として一層の飛躍が期待される分野であ

る。ついては、オール京都体制で取り組む「KYOTO CMEX」を、コンテンツ

業界のクロスメディア展開によるビジネスマッチングやコンテンツ業界を支え

るクリエイティブ人材の育成・交流を図る事業として、一層の充実並びに国内外

への発信強化を図られたい。 

３３３３．産業空洞化対策と雇用拡大のための企業立地の促進．産業空洞化対策と雇用拡大のための企業立地の促進．産業空洞化対策と雇用拡大のための企業立地の促進．産業空洞化対策と雇用拡大のための企業立地の促進    

京都の産業基盤強化、経済発展の促進、雇用の場の拡大を図るには、新たな企

業誘致と、既存企業の他府県への移転防止が必要である。企業立地に関する助成

制度を一層充実させるとともに、とりわけ用地需要が高い京都府南部地域におけ

る企業立地適地の確保を積極的に推進されたい。 

４４４４．．．．「京都スタジアム（仮称）」の「京都スタジアム（仮称）」の「京都スタジアム（仮称）」の「京都スタジアム（仮称）」の早期建設着工早期建設着工早期建設着工早期建設着工    

京都スタジアム（仮称）は、本格的な球技専用スタジアムとして完成が待たれ

ているところであり、早期に着工されたい。また、賑わいの創出・まちづくりの

推進に広がりを持たせるよう、スタジアムを中心とした地域活性化方策を併せて

推進されたい。 
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５５５５．．．．京都京都京都京都経済活性化経済活性化経済活性化経済活性化に向けたに向けたに向けたに向けた都市都市都市都市基盤の整備基盤の整備基盤の整備基盤の整備    

国の経済成長戦略の柱である観光立国を推進するためにも、オール京都でリニ

ア中央新幹線の「京都ルート」と東京・大阪間全線早期開業の実現に向けた取組

みを推進されたい。 

北陸新幹線の敦賀以西の整備は、国土政策としてだけでなく地域経済の活性化

にも極めて重要であり、大阪までの早期延伸に向けた取組みを推進されたい。な

お、ルートについては、開業後の需要動向などを踏まえて、舞鶴・京都駅を経由

するルート決定に向けた取組みを推進されたい。 

また、新名神高速道路の早期全線完成を促進されたい。 

京都縦貫自動車道の全線開通によりアクセスが向上した京都舞鶴港について

は、東アジアとの貿易や人的交流の観点から、関西経済圏の環日本海対岸諸国へ

のゲートウェイとして、高速道路等の整備効果を活かした物流の集約・効率化な

ど企業の利用促進のための環境整備を推進されたい。 

６６６６．．．．関西文化学術研究都市の整備促進関西文化学術研究都市の整備促進関西文化学術研究都市の整備促進関西文化学術研究都市の整備促進 

「新たな都市創造プラン」に基づき、これまで培ってきた多様な分野における

取組みの成果や集積等を活かし、オープンイノベーションや科学技術と文化の融

合、スマート分野における次世代インフラの整備など、本都市の更なる発展のた

めの事業を推進されたい。 

また、政府関係機関の移転概要に基づき、理化学研究所と地域の大学・企業と

の共同研究を推進するとともに、「けいはんなオープンイノベーションセンター

（ＫＩＣＫ）」における同研究所の科学技術ハブ拠点設置を目指して、相互の研

究開発力や人材資源を活かし、全国の地方創生のモデルとなる新産業の創造に取

り組まれたい。 

７７７７．防災・減災対策．防災・減災対策．防災・減災対策．防災・減災対策の強化の強化の強化の強化    

昨今、台風や局地的豪雨による洪水、土砂災害をはじめとする自然災害が多発

し、経済活動への影響も生じている。国や京都市と連携のもと、必要となる治水

対策をはじめ、災害発生時における地元商工業者への迅速な情報発信や情報共有

体制の確立など、防災・減災力の強化に取り組まれたい。 

８８８８．．．．女性活躍の推進女性活躍の推進女性活躍の推進女性活躍の推進（一部（一部（一部（一部新規新規新規新規）））） 

「輝く女性応援京都会議」が設置した女性活躍支援拠点「京都ウィメンズベー

ス」の体制および機能強化を図るとともに、仕事と出産・子育てを両立させるた

めの環境整備や子育て支援に関連する施策の充実、女性登用を目指す企業への支

援など、女性が働きやすい環境を実現するため、より一層の施策の充実・強化を
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図られたい。また京都府、京都市にそれぞれにある男女共同参画に関する取組み

の統合に向けた検討を加速化し、企業や府市民の目線に立ったわかりやすく活用

しやすい支援体制の構築を図られたい。 
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ⅢⅢⅢⅢ．．．．大交流大交流大交流大交流都市都市都市都市のののの創造創造創造創造        

１．１．１．１．観光観光観光観光客誘客のための客誘客のための客誘客のための客誘客のための環境整備の推進環境整備の推進環境整備の推進環境整備の推進（（（（一部一部一部一部新規新規新規新規）））） 

外国人宿泊客数が前年比約７０％以上増加し、今後も増加が見込まれる中で、

海外からの観光客誘客をはじめとした受け入れ環境の整備が急務である。宿泊施

設の受け入れ能力や質の向上はもとより、多言語案内、交通をはじめとする国内

外旅行者の観光を促進するためのまちづくり、人づくり、安心・安全対策など、

地域住民との調和も図った受け入れ体制構築を早急に推進されたい。 

特に、クルーズ船客の地元での受け入れ環境整備や海・森・お茶の京都それぞ

れのＤＭＯの戦略的な観光立地域づくりの推進など、「地域の稼ぐ力」創出に取

り組まれたい。 

京都観光の活況を、観光客のさらなる満足度向上や府民生活向上につなげるた

めには、観光インフラ整備のための財源確保が不可欠である。ついては、観光客

を対象とする新税の導入について、観光客や府民、関係業界の理解を得た上で前

向きに検討されたい。 

２．新たな観光資源の開発や文化財の活用推進２．新たな観光資源の開発や文化財の活用推進２．新たな観光資源の開発や文化財の活用推進２．新たな観光資源の開発や文化財の活用推進（新規）（新規）（新規）（新規） 

国の文化財行政が保存優先から観光客目線での理解促進、活用へと転換したこ

とを受け、数多くの文化財を有する京都においてもその価値をしっかりと継承し

つつ、磨きをかけて活用することが求められている。新たな観光資源の開発や、

既に存在する文化財、産業遺産等を観光資源として活用を図るなど、新たな価値

創造に取り組まれたい。 

３３３３．．．．ＭＩＣＥＭＩＣＥＭＩＣＥＭＩＣＥの戦略的推進の戦略的推進の戦略的推進の戦略的推進    

国内外のＭＩＣＥ誘致環境が激しくなる中、主催者の多様なニーズに対応でき

るコンベンション施設・機能の整備とネットワークの強化、マーケティング戦略

の高度化、官民を挙げた都市プロモーションなど、ＭＩＣＥ誘致への取組みが重

要かつ喫緊の課題であり、そのための施策を戦略的に推進されたい。 

また、本所のＭ・Ｉ（企業ミーティング、インセンティブツアー）誘客に向け

た取組みとも連携を密にし、観光消費額拡大に向けたオール京都でのＭ・Ｉ分野

の積極的な取込みを推進されたい。 
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４４４４．観光閑散期対策事業の見直し．観光閑散期対策事業の見直し．観光閑散期対策事業の見直し．観光閑散期対策事業の見直し 

観光閑散期対策事業としてオール京都で取り組む京都・花灯路事業並びに京の

七夕事業は、新たな京都の魅力を発信する観光イベントとして定着し、着実に成

果を上げてきた。しかしながら、京都観光は多彩な振興策が奏功し、入り込み観

光客数の平準化が大きく進んだ結果、本事業の観光閑散期対策としての役割は終

えつつあり、そのあり方を検討する必要がある。とりわけ、本事業を支えるため

に多くの民間企業の協賛を得てきたが、事業の役割の変化とともに、財源のあり

方も含めて検討されたい。 

５５５５．「京都・観光文化検定試験」の積極的な活用．「京都・観光文化検定試験」の積極的な活用．「京都・観光文化検定試験」の積極的な活用．「京都・観光文化検定試験」の積極的な活用 

東京オリンピック・パラリンピックを 2020 年にひかえ、京都文化力プロジ

ェクトの開催をはじめ、京都の魅力を発信する取組みが求められており、京都の

「おもてなし力」の更なる向上が望まれる。 

ついては、「京都・観光文化検定試験（京都検定）」の活用を奨励し、京都の魅

力の再認識や「おもてなし力」の向上につなげられたい。 

さらに、京都の未来を担う府立中・高生、および職員・教員が、京都の魅力を

再認識し、知識を深める契機となるよう、京都検定を積極的に活用されたい。 

６６６６．．．．京都文化京都文化京都文化京都文化力プロジェクト力プロジェクト力プロジェクト力プロジェクト２０１６－２０２０２０１６－２０２０２０１６－２０２０２０１６－２０２０の推進の推進の推進の推進（一部（一部（一部（一部新規新規新規新規））））    

２０２０年東京オリンピック・パラリンピック等を契機として、京都を舞台に

実施する「京都文化力プロジェクト」は、京都が培った生活文化を背景にした伝

統産業から先端産業に至る京都の魅力ある産業文化についても、国内外の人々に

広く発信しうる取組みであり、同プロジェクトの各種のイベントが、これら京都

産業の魅力も取り入れて、地方創生や観光振興につながるよう展開されたい。 

７７７７．．．．「京「京「京「京都経済センター都経済センター都経済センター都経済センター（仮称）（仮称）（仮称）（仮称）」」」」の整備推進の整備推進の整備推進の整備推進（再掲）（再掲）（再掲）（再掲） 

８８８８．．．．「世界「世界「世界「世界の文化首都・の文化首都・の文化首都・の文化首都・京都」の推京都」の推京都」の推京都」の推進進進進（一部（一部（一部（一部新規新規新規新規））））    

「世界交流首都」を目指す京都は、文化首都としての役割を果たすことによっ

て交流の裾野を拡大することができる。そのシンボルとなる文化庁を早期に京都

へと全面移転するために、先行的に設置される「地域文化創生本部（仮称）」の

運営や実施事業に国と連携して取り組むとともに、文化を活かした観光振興や伝

統産業の振興、まちづくりなどを積極的に推進されたい。また、皇族の方々に京

都にお住まいいただく「双京構想」を推進するとともに、京都で実施可能な宮中

行事等の検討を進められたい。 

以 上 



    

    

    

    

    

    

        

    

    

    

    

    

    

    

    

平成２８平成２８平成２８平成２８年１０年１０年１０年１０月月月月    

    

    

 

 



京都市長京都市長京都市長京都市長    門川大作門川大作門川大作門川大作様様様様    

    

京都京都京都京都市市市市の平成２９の平成２９の平成２９の平成２９年度予算に関する要望年度予算に関する要望年度予算に関する要望年度予算に関する要望    

    

京都市におかれましては、日頃から市民生活の向上のため、市京都市におかれましては、日頃から市民生活の向上のため、市京都市におかれましては、日頃から市民生活の向上のため、市京都市におかれましては、日頃から市民生活の向上のため、市内産業の振内産業の振内産業の振内産業の振

興に尽力され、本所事業にご指導・ご協力をいただき厚く御礼申し上げます。興に尽力され、本所事業にご指導・ご協力をいただき厚く御礼申し上げます。興に尽力され、本所事業にご指導・ご協力をいただき厚く御礼申し上げます。興に尽力され、本所事業にご指導・ご協力をいただき厚く御礼申し上げます。    

さて、さて、さて、さて、世界経済世界経済世界経済世界経済ののののリスクに立ち向かい、リスクに立ち向かい、リスクに立ち向かい、リスクに立ち向かい、日本経済日本経済日本経済日本経済のののの再生を成し遂げるため再生を成し遂げるため再生を成し遂げるため再生を成し遂げるため

には、には、には、には、地域地域地域地域のののの中小企業を中小企業を中小企業を中小企業を中心として中心として中心として中心として、、、、人、人、人、人、文化、文化、文化、文化、産業産業産業産業などあらゆる資源をなどあらゆる資源をなどあらゆる資源をなどあらゆる資源を活活活活

かしながらかしながらかしながらかしながら、、、、地域地域地域地域経済経済経済経済のののの活性化活性化活性化活性化とととと好循環好循環好循環好循環拡大拡大拡大拡大を進めを進めを進めを進めるるるることがことがことがことが重要重要重要重要となります。となります。となります。となります。    

全国各地で地方創生への取り組みが始動全国各地で地方創生への取り組みが始動全国各地で地方創生への取り組みが始動全国各地で地方創生への取り組みが始動するなかでするなかでするなかでするなかで、、、、活力あふれる活力あふれる活力あふれる活力あふれる京都京都京都京都をををを

創生するためには、京都の未来像である「創生するためには、京都の未来像である「創生するためには、京都の未来像である「創生するためには、京都の未来像である「世界交流首都・京都」を目指して、世界交流首都・京都」を目指して、世界交流首都・京都」を目指して、世界交流首都・京都」を目指して、

あらゆる分野で攻めの連携あらゆる分野で攻めの連携あらゆる分野で攻めの連携あらゆる分野で攻めの連携を強化し、を強化し、を強化し、を強化し、オール京都で未来へのオール京都で未来へのオール京都で未来へのオール京都で未来への挑戦挑戦挑戦挑戦を加速化を加速化を加速化を加速化ささささ

せせせせなければなりません。なければなりません。なければなりません。なければなりません。    

そそそそのシンボルとして、のシンボルとして、のシンボルとして、のシンボルとして、京都経済界と京都経済界と京都経済界と京都経済界と京都市京都市京都市京都市、京都府、京都府、京都府、京都府等が連携して整備を進等が連携して整備を進等が連携して整備を進等が連携して整備を進

める京都経済センター（仮称）が平成３１年める京都経済センター（仮称）が平成３１年める京都経済センター（仮称）が平成３１年める京都経済センター（仮称）が平成３１年春に完成予定であり、春に完成予定であり、春に完成予定であり、春に完成予定であり、全国の地全国の地全国の地全国の地

方創生に向けた方創生に向けた方創生に向けた方創生に向けた文化庁の全面的な移転も決定しております文化庁の全面的な移転も決定しております文化庁の全面的な移転も決定しております文化庁の全面的な移転も決定しております。。。。これらこれらこれらこれらをををを追い風追い風追い風追い風

として、「世界の文化首都」、として、「世界の文化首都」、として、「世界の文化首都」、として、「世界の文化首都」、「大学のまち」、そして「価値創造都市」と「大学のまち」、そして「価値創造都市」と「大学のまち」、そして「価値創造都市」と「大学のまち」、そして「価値創造都市」と

いう京都の強みいう京都の強みいう京都の強みいう京都の強みをををを磨き磨き磨き磨き上げ上げ上げ上げ、、、、全国に先駆けて全国に先駆けて全国に先駆けて全国に先駆けて京都創生を京都創生を京都創生を京都創生を実現実現実現実現することが求めすることが求めすることが求めすることが求め

られております。られております。られております。られております。    

京都商工会議所では、京都商工会議所では、京都商工会議所では、京都商工会議所では、「知恵産業の「知恵産業の「知恵産業の「知恵産業のまち・京都のまち・京都のまち・京都のまち・京都の推進推進推進推進」を基本方針とする」を基本方針とする」を基本方針とする」を基本方針とする

ニュー京商ビジョンに基づきニュー京商ビジョンに基づきニュー京商ビジョンに基づきニュー京商ビジョンに基づき、地域の特性や企業、地域の特性や企業、地域の特性や企業、地域の特性や企業独自の強みを活かした「知独自の強みを活かした「知独自の強みを活かした「知独自の強みを活かした「知

恵ビジネス」への支援を展開してきました。恵ビジネス」への支援を展開してきました。恵ビジネス」への支援を展開してきました。恵ビジネス」への支援を展開してきました。「知恵の連鎖」「知恵の連鎖」「知恵の連鎖」「知恵の連鎖」をテーマに掲げをテーマに掲げをテーマに掲げをテーマに掲げ

るるるるサードステージまでの９年間サードステージまでの９年間サードステージまでの９年間サードステージまでの９年間でででで、、、、本所知恵ビジネスプランコンテストをは本所知恵ビジネスプランコンテストをは本所知恵ビジネスプランコンテストをは本所知恵ビジネスプランコンテストをは

じめじめじめじめ、オール京都、オール京都、オール京都、オール京都によるによるによるによる支援に支援に支援に支援によって“よって“よって“よって“知恵知恵知恵知恵””””に関連する認証をに関連する認証をに関連する認証をに関連する認証を取得し取得し取得し取得した企た企た企た企

業は１，５００社にも及業は１，５００社にも及業は１，５００社にも及業は１，５００社にも及んでおります。んでおります。んでおります。んでおります。知恵ビジネスが多様な産業群として知恵ビジネスが多様な産業群として知恵ビジネスが多様な産業群として知恵ビジネスが多様な産業群として

集積する集積する集積する集積する「知恵産業の森」を実現するために、「知恵産業の森」を実現するために、「知恵産業の森」を実現するために、「知恵産業の森」を実現するために、現在策定を進めている新たな現在策定を進めている新たな現在策定を進めている新たな現在策定を進めている新たな

ビジョンのもとで、ビジョンのもとで、ビジョンのもとで、ビジョンのもとで、「「「「知恵知恵知恵知恵のののの集積集積集積集積」」」」に向けたに向けたに向けたに向けた取り取り取り取り組組組組みみみみをををを一層一層一層一層飛躍させたいと飛躍させたいと飛躍させたいと飛躍させたいと

考えております。考えております。考えております。考えております。    

京都市京都市京都市京都市におかれましては、におかれましては、におかれましては、におかれましては、こうした本所が推進する事業こうした本所が推進する事業こうした本所が推進する事業こうした本所が推進する事業に対してに対してに対してに対して支援いた支援いた支援いた支援いた

だくとともにだくとともにだくとともにだくとともに、、、、京都府京都府京都府京都府や関係機関との緊密な連携のもとで、や関係機関との緊密な連携のもとで、や関係機関との緊密な連携のもとで、や関係機関との緊密な連携のもとで、文化をはじめと文化をはじめと文化をはじめと文化をはじめと

する京都の知恵を活かしたする京都の知恵を活かしたする京都の知恵を活かしたする京都の知恵を活かした産業振興やまちづくり等の施策を強力に推進して産業振興やまちづくり等の施策を強力に推進して産業振興やまちづくり等の施策を強力に推進して産業振興やまちづくり等の施策を強力に推進して

いただきますようお願い申し上げます。いただきますようお願い申し上げます。いただきますようお願い申し上げます。いただきますようお願い申し上げます。    

厳しい財政下ではございますが、本所は京都市の平成２９厳しい財政下ではございますが、本所は京都市の平成２９厳しい財政下ではございますが、本所は京都市の平成２９厳しい財政下ではございますが、本所は京都市の平成２９年度の予算の編年度の予算の編年度の予算の編年度の予算の編

成にあたり、以下の項目を要望いたします。成にあたり、以下の項目を要望いたします。成にあたり、以下の項目を要望いたします。成にあたり、以下の項目を要望いたします。    

                

平成平成平成平成２２２２８８８８年年年年１０１０１０１０月月月月    

京都商工会議所京都商工会議所京都商工会議所京都商工会議所    会頭会頭会頭会頭                立立立立        石石石石        義義義義        雄雄雄雄 



８．中小企業のアジアビジネス支援の強化

１．知恵産業創造に意欲的な中小企業への支援の拡充

７．新市場・販路開拓事業の支援強化

９．中小企業金融支援の強化

１２．低エネルギー社会の実現に向けた環境経営の推進への支援

４．京都経済活性化に向けた都市基盤の整備

１０．女性活躍の推進

・ 京都ウィメンズベースの体制及び機能の強化や⼥性登⽤を目指す企業への
⽀援など⼥性が働きやすい環境を実現するための施策の充実・強化

・ 京都府、京都市の男⼥共同参画に関する取組みの統合に向けた検討の
加速化（新規）

５．「京都・観光文化検定試験」の積極的な活用

・ 「京都市認定通訳ガイド」や「おもてなしコンシェルジュ制度」等における京都
検定合格者の積極的活⽤による「おもてなし⼒」の更なる向上

・ 中・⾼⽣の京都検定受験に関連する予算枠の更なる拡⼤

６．京都文化力プロジェクト２０１６－２０２０の推進

・ 伝統産業から先端産業に⾄る京都の魅⼒ある産業⽂化を取り⼊れた
プロジェクトの展開（新規）

４．観光閑散期対策事業の見直し

・ ⼊り込み観光客数の平準化を受けた「京都・花灯路事業」と「京の七夕事業」
の財源を含むあり方の検討

７．「京都経済センター（仮称）」の整備推進（再掲）

３．産業空洞化対策と雇用拡大のための企業立地の促進

９．防災・減災対策の強化

１．観光客誘客のための環境整備の推進

・ インバウンドだけでなく国内観光客の満⾜度向上のための渋滞緩和や公共
交通のアクセス向上など交通対策の更なる強化（新規）

・ 都市計画に基づくまちづくりとの整合性に配慮した宿泊施設の誘致（新規）
・ ⺠泊に対する独⾃ルールの構築による良質な宿泊サービスの創造（新規）
・ 観光インフラ整備の財源確保のための観光客を対象とする新税導⼊の
検討（新規）

２．新たな観光資源の開発や文化財の活用推進（新規）

・ ⼆条城天守閣復元など⽂化財や産業遺産を活⽤した新たな観光資源の
開発

８．「世界の文化首都・京都」の推進

・ ⽂化庁「地域⽂化創⽣本部（仮称）」への協⼒や⽂化を活かした観光
振興、伝統産業振興、まちづくり等の積極的な推進（新規）

・ 京都で実現可能な宮中⾏事等の検討など「双京構想」の推進

４．創業への機運醸成と多面的支援（新規）

・ 創業予備軍の起業意欲向上のための機運醸成と開業率向上を目指した
⽀援策の充実・強化

３．中小企業経営支援の一層の強化

・ 小規模事業者に対する⽀援や知恵ビジネスの推進等を継続的かつ効果的
に実⾏するための予算措置の拡充・強化

１１．小売商業・商店街への支援

１３．「京で働き、京で暮らす」産業人材の育成と人材確保支援施策の充実・強化

・ 若年者の正規雇⽤化や⼥性・⾼齢者・障害者の雇⽤拡⼤を図る中小企
業への⽀援の強化

・ 人材確保に取り組む中小企業の情報発信やインターンシップ等の実施への
⽀援強化

６．首都圏販路開拓支援事業の支援拡充

・ 商談会のみならず商品・サービスの開発など知恵ビジネス企業の⾸都圏販路
開拓への⽀援拡充

２．次代を担う産業育成施策の充実・強化

・ 京都経済センター（仮称）の開設を⾒据えた「京都産業育成コンソーシアム」
や「京都産学公連携機構」の機能強化の検討

１．京都ブランド発信事業への支援

・ 「京都創造者⼤賞」や「京都クリエイティブビジネス海外展開助成⾦」への
⼀層の⽀援・協⼒

２．ＫＹＯＴＯ ＣＭＥＸへの支援

・ コンテンツ業界のビジネスマッチングやクリエイティブ人材の育成・交流を図る事
業として⼀層の充実と情報発信の強化

１０．伝統産業への支援

・ 新たな市場創造に向けた活性化策や人材育成のための⽀援の実施
・ 和装⽂化のユネスコ無形⽂化遺産登録への機運醸成の推進

５．円滑な事業承継に向けた支援体制の強化

・ 経営の円滑なバトンタッチや安定した事業継続をサポートするための経営⽀
援員の増員や施策の普及等の重点的な推進

１４．ライフサイエンス産業への支援（新規）

・ 中小企業の新規参⼊や事業化を促進するための切れ目のない⽀援体制の構築
・ 中⻑期的視点に⽴った専門人材の発掘・育成

Ⅰ．知恵ビジネス・がんばる中小企業支援

Ⅱ．創造性が開花するまちの推進

Ⅲ．大交流都市の創造

・ 中小企業の育成・⽀援をはじめとする経済センター機能
の整備、にぎわいの創出、管理運営体制の構築等への
積極的な⽀援

１．「京都経済センター（仮称）」の整備推進

① ⽂化庁の早期全面移転の実現（新規）
② 「京都⽂化⼒プロジェクト2016-2020」の推進
③ 皇族の方々に京都にお住まいいただく「双京構想」の推進

２．「世界交流首都・京都」を目指した施策の推進

① 知恵ビジネスなど成⻑意欲のある中小企業への⽀援
② 商工業者と農林⽔産業者の連携や６次産業化への⽀援
③ 創業や事業承継への⽀援の強化
④ 「京で働き、京で暮らす」ための施策の推進
⑤ ⼥性など多様な人材の活躍促進（新規）

３．京都創生のための施策の推進

６．京都駅西部・東部・東南部エリアにおける新たな賑わいの創出

・ ＪＲ新駅開業に向けた梅小路公園周辺等における新たな賑わい空間の
創出と駅⻄エリア全体の活性化につなげる取組みの推進

・ 市⽴芸術⼤学の移転整備による東部エリアのまちづくりの推進
・ 市有地が点在する東南部エリアにおける土地活⽤方針の策定（新規）

５．「歩くまち・京都」総合交通戦略の推進

・ 市⺠の理解のもと地域特性や十分な予測調査を踏まえた「歩くまち・京都」の推進
・ 四条通歩道拡幅に伴う交通渋滞への効果的な対策

７．良好な景観形成などの推進

・ 「京都市屋外広告物等に関する条例」に基づく積極的な制度運⽤
・ 歴史的な景観の保全・再⽣と企業活動との共存のあり方や総合的な⽀

援策などの具体化（新規）
・ 観光地等における無電柱化のさらなる推進

８．南部創造の推進

３．ＭＩＣＥの戦略的推進

・ ＭＩＣＥ誘致のための戦略的な施策の推進（多様なニーズに対応できる
コンべンション施設・機能の整備やネットワークの強化等）

・ 観光消費拡⼤に向けた本所との連携等オール京都によるMI分野の積極的
な取込みの推進



重要項目 1頁

要望事項 2-11頁

2-5頁

6-8頁

9-11頁

目次

　Ⅰ．知恵ビジネス・がんばる中小企業支援

　Ⅱ．創造性が開花するまちの推進

　Ⅲ．大交流都市の創造



1 

 

重要重要重要重要項目項目項目項目    

１１１１．．．．「京都経済センター「京都経済センター「京都経済センター「京都経済センター（仮称）（仮称）（仮称）（仮称）」」」」の整備推進の整備推進の整備推進の整備推進 

京都経済百年の計としてオール京都体制で取り組んでいる「京都経済センター

（仮称）」は、平成３１年春の竣工を目指し、工事に着手したところであるが、

中小企業の育成・支援をはじめとする経済センター機能の整備、にぎわいの創出、

管理運営体制の構築等に、引き続き積極的な支援を図られたい。 

 

２．「世界交流首都・京都」を目指した施策の推進２．「世界交流首都・京都」を目指した施策の推進２．「世界交流首都・京都」を目指した施策の推進２．「世界交流首都・京都」を目指した施策の推進（一部（一部（一部（一部新規新規新規新規）））） 

人口減少を乗り越えて京都の活力を創造するためには、人や文化、産業等の多

様な交流を生み出すことが重要である。ついては、「京都ビジョン２０４０」に

掲げる「世界交流首都・京都」を目指して、オール京都の知恵をあわせて次の施

策を推進されたい。 

 

①「世界の文化首都・京都」に向けた文化庁の早期全面移転の実現（新規） 

②「京都文化力プロジェクト２０１６－２０２０」の推進 

③皇族の方々に京都にお住まいいただく「双京構想」の推進 

 

３．３．３．３．京都創生京都創生京都創生京都創生のためののためののためののための施策の施策の施策の施策の推進推進推進推進（（（（一部一部一部一部新規新規新規新規）））） 

京都創生を実現するためには、地域の産業や雇用を支え、人々の生活に密着し

た商品やサービスを提供する中小企業の育成・支援が不可欠である。ついては、

中小企業を中心とする成長の実現に向けて、次の施策を重点的に推進されたい。 

 

①知恵ビジネスなど成長意欲のある中小企業への支援 

②商工業者と農林水産業者の連携や６次産業化への支援 

③創業や事業承継への支援の強化 

④「京で働き、京で暮らす」ための施策の推進 

⑤女性など多様な人材の活躍促進（新規） 
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ⅠⅠⅠⅠ．．．．知恵知恵知恵知恵ビジネスビジネスビジネスビジネス・がんばる・がんばる・がんばる・がんばる中小企業中小企業中小企業中小企業支援支援支援支援    

１１１１．．．．知恵産業創造に意欲的な中小企業への支援の拡充知恵産業創造に意欲的な中小企業への支援の拡充知恵産業創造に意欲的な中小企業への支援の拡充知恵産業創造に意欲的な中小企業への支援の拡充    

本所では、「知恵産業のまち・京都」の実現に向け、その源泉となる知恵ビジ

ネス企業の創出・発展に取り組み、９年が経過した。 

「京都産業育成コンソーシアム」における、京都知恵産業支援共同事業の実施

や知恵の認証制度の普及など、オール京都による活動により、知恵に関連する認

証制度の取得企業が約１,５００社に及ぶなど、次代の京都産業を担う中小企業

が着実に広がりを見せている。 

地域に根差す知恵ビジネスを数多く生み出し、地域の雇用を支える新しい多様

な産業群を集積させる「知恵産業の森」形成への取組みは、「まち・ひと・しご

と・こころ京都創生」に向けた中核となるべきものである。 

知恵産業創造に向けた元気な成長企業に焦点をあて、継続性を持って育成・支

援するとともに、京都知恵産業支援共同事業をはじめとした補助制度や公的認定

制度などの支援施策を充実・強化されたい。 

２２２２．．．．次代を担う産業育成施策の充実・強化次代を担う産業育成施策の充実・強化次代を担う産業育成施策の充実・強化次代を担う産業育成施策の充実・強化    

次代を担う中小企業や産業分野の成長をいち早く図るためには、府・市・経済

界が一丸となり、「京都産学公連携機構」の運営などを通じて、長期的な視点か

ら効率的・効果的な産業育成施策を展開することが不可欠である。 

ついては、中小企業と大学等との橋渡しをはじめオール京都での産学公連携機能

の強化を図るため、「京都経済センター（仮称）」の開設を見据え、「京都産業育成

コンソーシアム」や「京都産学公連携機構」の一層の機能強化を検討されたい。 

また、「京都イノベーションベルト構想」の具体化・推進等の各種施策を積極

的に推進されたい。 

３３３３．中小企業経営支援の一層の強化．中小企業経営支援の一層の強化．中小企業経営支援の一層の強化．中小企業経営支援の一層の強化 

本所は、経営発達支援計画の認定を受け、地域の頑張る小規模事業者に対す

る支援を進めるとともに、成長意欲溢れる中堅企業の一層の躍進をも含め、「知

恵ビジネスの推進」に取り組んでいるところであり、これらの事業が継続的か

つ効果的に実行できるよう小規模・中小企業並びに中堅企業支援のための予算

措置拡充・強化を図られたい。 

また、小規模・中小企業及び中堅企業に対する経営支援施策の展開において

は、国の施策と連携した運営を講じていただきたい。 
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４４４４．．．．創業への機運醸成と多面的支援創業への機運醸成と多面的支援創業への機運醸成と多面的支援創業への機運醸成と多面的支援（新規）（新規）（新規）（新規）    

地域の雇用と経済を支える企業が数多く生まれるよう、京都府の開業・起業支

援事業や京都市の創業支援事業を地域の産業支援機関との連携のもとで推進す

るとともに、創業予備軍の起業意欲向上などの機運を醸成し、開業率向上へ一層

効果を発揮するよう支援策の充実・強化を図られたい。 

５５５５．円滑な事業承継に向けた支援体制の強化．円滑な事業承継に向けた支援体制の強化．円滑な事業承継に向けた支援体制の強化．円滑な事業承継に向けた支援体制の強化    

地域経済の成長を担う小規模・中小企業において、経営者の高齢化等に伴う

後継者の確保や事業の承継が大きな課題となっている。本所の創業・事業承継

推進室や京都府事業引継ぎ支援センターが中核となり、円滑な事業承継の推進

に向けた啓発活動等を展開しているが、経営の円滑なバトンタッチや安定した

事業継続をサポートするために経営支援員の増員や施策の普及など支援体制の

強化を重点的に推進されたい。 

６６６６．．．．首都圏販路開拓支援事業の首都圏販路開拓支援事業の首都圏販路開拓支援事業の首都圏販路開拓支援事業の支援拡充支援拡充支援拡充支援拡充 

次代の京都産業を担う中小企業が着実に広がりを見せる中、これら企業が成

長・発展を遂げていくためには、地域を越えた広域的な市場開拓や販路開拓の取

組みをしっかりサポートすることが極めて重要である。 

京都産業育成コンソーシアムのもと、オール京都体制による支援事業「京都知

恵産業フェア」を実施し、知恵ビジネスの発掘・育成から販路開拓まで、企業の

成長を促す一貫した支援スキームを構築するとともに、消費・流通の一大拠点で

ある首都圏において需要喚起を行ってきたところである。 

これらのノウハウを活用しながら、成長意欲のある中小企業を継続的に、また

数多く輩出していくためにも、商談会の開催のみならず商品・サービスの開発な

ど、知恵ビジネス企業の首都圏販路開拓を幅広く支援されたい。 

７７７７．．．．新市場・新市場・新市場・新市場・販路開拓事業の支援販路開拓事業の支援販路開拓事業の支援販路開拓事業の支援強化強化強化強化（（（（一部一部一部一部新規新規新規新規））））    

京もの海外進出支援事業「Kyoto Connection・Kyoto Contemporary」や、

国内販路開拓事業「あたらしきもの京都プロジェクト」は、多くの事業者から

参加応募があり、新規顧客の獲得などの成果が挙がっている。２０１８年には

京都市とパリ市の友情盟約締結６０周年、また本所とパリ商工会議所の友好協

定締結３０周年を控え、両国、両都市の経済、文化交流の一層の進展が期待さ

れる中で、パリを拠点として取り組んできた同海外進出支援事業が重要となる。 

また、今年度は、オール京都体制による「京都知恵産業フェア２０１７」を

開催するほか、新たな販路開拓に向けた商談の場となる「京のイチ押し商品売

り込み商談会」の充実・強化、さらには「アジア市場開拓チャレンジ事業」の
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実施など、販路開拓事業を積極的に展開している。 

厳しい企業間競争の中で、中小企業にとって新市場・販路開拓は極めて重要

な課題であり、ついてはこれら取組みが持続的に実施できるよう一層の支援充

実を図られたい。 

８８８８．中小企業のアジアビジネス支援の強化．中小企業のアジアビジネス支援の強化．中小企業のアジアビジネス支援の強化．中小企業のアジアビジネス支援の強化    

中小企業の持続的な成長を促すためには、アジア地域の旺盛な消費を取り込ん

でいくことが重要である。 

ついては、ジェトロ京都事務所と密接に連携し、意欲ある中小企業のアジアへ

のビジネス展開に対する支援の充実・強化を図られたい。 

９９９９．中小企業金融支援の強化．中小企業金融支援の強化．中小企業金融支援の強化．中小企業金融支援の強化 

中小企業の資金繰りは改善傾向が見られるものの、創業や新たな分野への進出

に関する資金調達が困難な場合もあるほか、不透明な景気の先行きに不安を抱く

経営者も多い。ついては、地域経済を支える中小・小規模事業者の経営を下支え

するために、金融機関や信用保証協会等と連携を密にし、資金繰りに支障が生じ

ないよう、引き続き、万全の対策を講じられたい。 

１１１１００００．伝統産業への支援．伝統産業への支援．伝統産業への支援．伝統産業への支援 

京都は我が国を代表する伝統産業の集積地であるが、生活様式の変化等により

伝統産業を取り巻く環境は非常に厳しい状況にある。 

ついては、日本の伝統と文化を支える伝統産業のさらなる振興のため、文化庁

の移転決定や京都文化力プロジェクトの実施といった好機を活かし、伝統技術の

保存・継承のみならず、新たな市場創造に向けた活性化策や伝統産業を支える人

材育成のための支援策等を講じられたい。 

また、和装文化のユネスコ無形文化遺産登録への機運醸成をさらに推進されたい。 

１１１１１１１１．小売商業・商店街への支援．小売商業・商店街への支援．小売商業・商店街への支援．小売商業・商店街への支援 

市内小売業の事業所数は、平成９年以降は減少の一途をたどり、小売商業・商

店街を取り巻く環境は極めて厳しい状況にある。 

とりわけ、都市の「顔」であり、地域の賑わいとコミュニティを支える商店街

をはじめ、意欲と創意あふれる商業者に対して積極的な支援を図られたい。 

なかでも、商店街そのものの機能強化や、空き店舗対策も含めた事業承継・創

業支援、民間活力を活用した商店街振興施策などにより、魅力あふれる商店街づ

くりへの支援を推進されたい。 
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１１１１２２２２．．．．低エネルギー社会の実現に向けた環境経営低エネルギー社会の実現に向けた環境経営低エネルギー社会の実現に向けた環境経営低エネルギー社会の実現に向けた環境経営のののの推進推進推進推進への支援への支援への支援への支援                

地球環境の保全や負荷軽減を考慮したエネルギー供給が求められていること

や、家庭や業務部門で増加しているエネルギーコストに対処するためには、中小

企業の省力化を進める技術革新とその普及が今まで以上に重要となる。「京都産

業エコ・エネルギー推進機構」など関係機関との連携のもと、エネルギー消費を

低減させながらも、次世代に誇れる産業・環境・社会がともに成長する“持続可

能な発展”に向け、京都発の「低エネルギー」社会の実現を目指し、中小企業に

とってメリットの大きい施策のさらなる充実・強化を図られたい。 

１１１１３３３３．．．．「京で働き、京で暮らす」「京で働き、京で暮らす」「京で働き、京で暮らす」「京で働き、京で暮らす」産業人材産業人材産業人材産業人材のののの育成育成育成育成と人材確保支援と人材確保支援と人材確保支援と人材確保支援施策の施策の施策の施策の        

充実・充実・充実・充実・強強強強化化化化    

現在、中小企業においては人手不足が問題となっており、業種によっては深刻

な状況となっている。ついては、雇用情勢の変化に対応した雇用対策事業の充実

を国に要望されたい。特に、若年者の正規雇用化及び女性・高齢者・障害者の雇

用拡大を図る中小企業に対する支援を強化されたい。 

一方、未来を担う人材が「京で働き、京で暮らす」ためには、学生や若者が地

元の企業で働くことを促進する施策が必要である。中小企業の人材確保のために

企業情報の発信強化やインターンシップ、職業体験等を実施する中小企業への支

援を強化されたい。併せて、産業人材の定着と育成について、オール京都での取

組みの更なる充実を図られたい。 

また、ジョブ・カード制度について、「ジョブ・カード制度京都府地域推進計

画」に沿って、企業への制度普及の支援を図られたい。  

１４１４１４１４．ライフサイエンス産業への支援．ライフサイエンス産業への支援．ライフサイエンス産業への支援．ライフサイエンス産業への支援（新規）（新規）（新規）（新規） 

ライフサイエンス産業は、安定的な成長産業である一方で、医療ニーズの把握

や法的規制、販路開拓など円滑な新規参入や事業化へのハードルが高い現状があ

る。 

ついては、中小企業の旺盛な新規参入や事業化を促進するために、ニーズ調査、

試作・開発、薬事承認取得、上市・販路開拓まで、行政と支援機関、大学等の連

携による切れ目のない支援体制の構築を図られたい。また、ライフサイエンス分

野においても人材不足が顕在化してきていることから、中長期的視点に立った専

門人材の発掘・育成に取り組まれたい。 
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ⅡⅡⅡⅡ．．．．創造性創造性創造性創造性がががが開花開花開花開花するまちするまちするまちするまちのののの推進推進推進推進    

１１１１．．．．京都ブランド発信事業への京都ブランド発信事業への京都ブランド発信事業への京都ブランド発信事業への支援支援支援支援 

京都ブランド推進連絡協議会が実施している「京都創造者大賞」は、「京都ブ

ランド」のイメージアップや京都の都市格向上に貢献している個人・法人等の功

績を讃える賞として高く評価されている。本年度１０回目を迎えたこの賞が創造

性あふれる顕彰制度として継続実施できるよう、一層の支援、協力を図られたい。 

また、京都の優れたコンテンツやものづくり技術、サービス等を広く海外に発信

し、京都ブランドの価値向上や販路開拓等に寄与する事業に対して助成を行う「京

都クリエイティブビジネス海外展開助成金」は、販路を国外に求める事業者からの

ニーズは顕著であり、本助成金制度へのより一層の支援、協力を図られたい。 

２２２２．．．．ＫＹＯＴＯＫＹＯＴＯＫＹＯＴＯＫＹＯＴＯ    ＣＭＥＸＣＭＥＸＣＭＥＸＣＭＥＸへの支援への支援への支援への支援 

今や日本文化を代表するにまで成長したコンテンツ産業は、次代の京都産業の

牽引役を担い、文化庁の京都移転を契機として一層の飛躍が期待される分野であ

る。ついては、オール京都体制で取り組む「KYOTO CMEX」を、コンテンツ

業界のクロスメディア展開によるビジネスマッチングやコンテンツ業界を支え

るクリエイティブ人材の育成・交流を図る事業として、一層の充実並びに国内外

への発信強化を図られたい。 

３３３３．産業空洞化対策と雇用拡大のための企業立地の促進．産業空洞化対策と雇用拡大のための企業立地の促進．産業空洞化対策と雇用拡大のための企業立地の促進．産業空洞化対策と雇用拡大のための企業立地の促進    

京都の産業基盤強化、経済発展の促進、雇用の場の拡大を図るには、新たな企

業誘致と、既存企業の市外への移転防止が必要である。企業立地に関する助成制

度を一層充実させるとともに、とりわけ用地需要が高い京都市南部地域における

工業専用地域の活用等により企業立地適地の確保を積極的に推進されたい。 

４４４４．京都経済活性化に向けた都市基盤の整備．京都経済活性化に向けた都市基盤の整備．京都経済活性化に向けた都市基盤の整備．京都経済活性化に向けた都市基盤の整備    

国の経済成長戦略の柱である観光立国を推進するためにも、オール京都でリニ

ア中央新幹線の「京都ルート」と東京・大阪間全線早期開業の実現に向けた取組

みを推進されたい。 

また、北陸新幹線の敦賀以西の整備は、国土政策としてだけでなく地域経済の

活性化にも極めて重要であり、大阪までの早期延伸に向けた取組みを推進された

い。なお、ルートについては、開業後の需要動向などを踏まえて、舞鶴・京都駅

を経由するルート決定に向けた取組みを推進されたい。 
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５５５５．「歩くまち・京都」総合交通戦略の推進．「歩くまち・京都」総合交通戦略の推進．「歩くまち・京都」総合交通戦略の推進．「歩くまち・京都」総合交通戦略の推進    

人と公共交通優先の「歩くまち・京都」総合交通戦略は、市民や企業の理解の

もと、地域の特性と課題、十分な予測調査を踏まえて推進されたい。安心・安全

で快適な歩行者空間の確保とともに市内交通の円滑化に向け、ＬＲＴなど次世代

の都市交通の検討、パーク＆ライドの通年実施の拡充等を推進されたい。 

併せて、四条通歩道拡幅に伴う交通渋滞については、市民生活や企業活動に支

障を来たさないよう、引き続き効果的な対策に取り組まれたい。 

６６６６．．．．京都駅西部・東京都駅西部・東京都駅西部・東京都駅西部・東部部部部・東南部・東南部・東南部・東南部エリアにおける新たな賑わいの創出エリアにおける新たな賑わいの創出エリアにおける新たな賑わいの創出エリアにおける新たな賑わいの創出            

（一部（一部（一部（一部新規新規新規新規））））    

ＪＲ嵯峨野線と七条通が交差する地点でのＪＲ新駅の平成３１年春開業に向

け、梅小路公園周辺地域等の豊富な地域資源を活用した市内中心部における新た

な賑わい空間の創出を図るとともに、同公園周辺の集客により生み出される賑わ

いを京都駅西部エリア全体の活性化につなげる取組みを積極的に推進されたい。 

また、東部エリアへの京都市立芸術大学の移転整備を通じ、同エリアに文化芸

術関係だけでなく、多くの人が集い、交流し、賑わうシンボルゾーンが創生する

よう、まちづくりに取り組まれたい。あわせて、市有地が点在する東南部エリア

については、地域経済の活性化につながる土地活用方針を示されたい。 

７７７７．良好な景観形成などの推進．良好な景観形成などの推進．良好な景観形成などの推進．良好な景観形成などの推進（一部（一部（一部（一部新規新規新規新規）））） 

京都の景観形成に大きく影響を与える屋外広告物については、都市格を向上さ

せるためにも、「京都市屋外広告物等に関する条例」に基づき、制度運用を積極

的に進められたい。 

また、歴史的な景観の保全・再生にあたっては、企業の事業活動との共存のあ

り方や総合的な支援策も含めて具体的方策を取りまとめられるとともに、観光地

等における無電柱化をさらに推進されたい。 

８８８８．南部．南部．南部．南部創造の推進創造の推進創造の推進創造の推進 

京都市南部における魅力あるまちづくりを推進するため、「らくなん進都まち

づくりの取組方針」に基づき、らくなん進都地区における企業集積や緑化推進等

による都市環境の整備、公共交通の利便性の向上等を図られたい。 

京都イノベーションベルト構想のエリアであるらくなん進都内に開設されてい

る「京都市成長産業創造センター（ACT Kyoto）」が、産学公連携による化学分

野の研究開発・交流拠点として南部地域の活性化の核となるよう努められたい。 
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９９９９．防災・減災対策．防災・減災対策．防災・減災対策．防災・減災対策の強化の強化の強化の強化    

昨今、台風や局地的豪雨による洪水、土砂災害をはじめとする自然災害が多発

し、経済活動への影響も生じている。国や京都府と連携のもと、必要となる治水

対策をはじめ、災害発生時における地元商工業者への迅速な情報発信や情報共有

体制の確立など、防災・減災力の強化に取り組まれたい。 

１０１０１０１０．．．．女性活躍の推進女性活躍の推進女性活躍の推進女性活躍の推進（一部（一部（一部（一部新規新規新規新規）））） 

「輝く女性応援京都会議」が設置した女性活躍支援拠点「京都ウィメンズベー

ス」の体制および機能強化を図るとともに、仕事と出産・子育てを両立させるた

めの環境整備や子育て支援に関連する施策の充実、女性登用を目指す企業への支

援など、女性が働きやすい環境を実現するため、より一層の施策の充実・強化を

図られたい。また京都府、京都市にそれぞれにある男女共同参画に関する取組み

の統合に向けた検討を加速化し、企業や府市民の目線に立ったわかりやすく活用

しやすい支援体制の構築を図られたい。 
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ⅢⅢⅢⅢ．．．．大交流都市大交流都市大交流都市大交流都市のののの創造創造創造創造        

１．観光客誘客のための環境整備の推進（一部１．観光客誘客のための環境整備の推進（一部１．観光客誘客のための環境整備の推進（一部１．観光客誘客のための環境整備の推進（一部新規新規新規新規）））） 

外国人宿泊客数が前年比約７０％以上増加し、今後も増加が見込まれる中で、

海外からの観光客誘客をはじめとした観光振興政策を総合的に再検証する必要

がある。宿泊施設の不足が顕著となりその対策が急務であるが、急増する外国人

観光客の一方で、多数を占める国内観光客の満足度の向上をいま一度重視した対

策が求められる。とりわけ、渋滞緩和や公共交通アクセスの改善など、住みよい

市民生活との調和を図る上でも、交通対策のさらなる強化を図られたい。加えて、

宿泊施設の誘致においては、都市計画に基づくまちづくりとの整合性に十分配慮

するとともに、社会的に問題が顕在化する民泊については、京都らしい良質な宿

泊サービスとなるよう、引き続き独自ルールの構築に取り組まれたい。 

また、京都市版ＤＭＯについては、京都市観光協会を候補法人として登録され、

今後運営開始が予定されているが、京都観光を総合的にマーケティング、プロモ

ーションする機関としての役割を果たすために、京都府や関係団体と十分な相互

理解のもとで、その機能や役割分担等を具体化されたい。 

京都観光の活況を、観光客のさらなる満足度向上や市民生活向上につなげるた

めには、観光インフラ整備のための財源確保が不可欠である。ついては、観光客

を対象とする新税の導入について、観光客や市民、関係業界の理解を得た上で前

向きに検討されたい。 

２２２２．新たな観光資源の開発や文化財の活用推進．新たな観光資源の開発や文化財の活用推進．新たな観光資源の開発や文化財の活用推進．新たな観光資源の開発や文化財の活用推進（新規）（新規）（新規）（新規） 

国の文化財行政が保存優先から観光客目線での理解促進、活用へと転換したこ

とを受け、数多くの文化財を有する京都においてもその価値をしっかりと継承し

つつ、磨きをかけて活用することが求められている。二条城の天守閣復元といっ

た新たな観光資源の開発や、既に存在する文化財、産業遺産等を観光資源として

活用を図るなど、観光都市・京都の新たな価値創造に取り組まれたい。 

３３３３．ＭＩＣＥの戦略的推進．ＭＩＣＥの戦略的推進．ＭＩＣＥの戦略的推進．ＭＩＣＥの戦略的推進    

国内外のＭＩＣＥ誘致環境が激しくなる中、主催者の多様なニーズに対応でき

るコンベンション施設・機能の整備とネットワークの強化、マーケティング戦略

の高度化、官民を挙げた都市プロモーションなど、ＭＩＣＥ誘致への取組みが重

要かつ喫緊の課題であり、京都市ＭＩＣＥ戦略２０２０に基づき、各施策を戦略

的に推進されたい。 

また、本所のＭ・Ｉ（企業ミーティング、インセンティブツアー）誘客に向け
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た取組みとも連携を密にし、観光消費額拡大に向けたオール京都でのＭ・Ｉ分野

の積極的な取込みを推進されたい。 

４４４４．観光閑散期対策事業の見直し．観光閑散期対策事業の見直し．観光閑散期対策事業の見直し．観光閑散期対策事業の見直し 

観光閑散期対策事業としてオール京都で取り組む京都・花灯路事業並びに京の

七夕事業は、新たな京都の魅力を発信する観光イベントとして定着し、着実に成

果を上げてきた。しかしながら、京都観光は多彩な振興策が奏功し、入り込み観

光客数の平準化が大きく進んだ結果、本事業の観光閑散期対策としての役割は終

えつつあり、そのあり方を検討する必要がある。とりわけ、本事業を支えるため

に多くの民間企業の協賛を得てきたが、事業の役割の変化とともに、財源のあり

方も含めて検討されたい。 

５５５５．「京都・観光文化検定試験」の積極的な活用．「京都・観光文化検定試験」の積極的な活用．「京都・観光文化検定試験」の積極的な活用．「京都・観光文化検定試験」の積極的な活用 

東京オリンピック・パラリンピックを２０２０年にひかえ、京都文化力プロジ

ェクトの開催をはじめ、京都の魅力を発信する取組みが求められており、京都の

「おもてなし力」の更なる向上が望まれる。 

ついては、「京都・観光文化検定試験（京都検定）」の活用を奨励し、京都の魅力

の再認識や「おもてなし力」の向上につなげられたい。特に、「京都市認定通訳ガイ

ド」や「おもてなしコンシェルジュ制度」等においては、京都・観光文化検定合格

を要件とされたところであるが、一層、合格者の積極活用を図られたい。 

さらに、京都の未来を担う市立中・高生、および職員・教員が、京都の魅力を

再認識し、知識を深める契機となるよう、京都検定を積極的に活用されたい。 

そのため、現在実施されている中・高生の京都検定受験については、関連する

予算枠の更なる拡大を図られたい。 

６６６６．．．．京都文化京都文化京都文化京都文化力プロジェクト力プロジェクト力プロジェクト力プロジェクト２０１６－２０２０２０１６－２０２０２０１６－２０２０２０１６－２０２０の推進の推進の推進の推進（一部（一部（一部（一部新規新規新規新規））））            

２０２０年東京オリンピック・パラリンピック等を契機として、京都を舞台に

実施する「京都文化力プロジェクト」は、京都が培った生活文化を背景にした伝

統産業から先端産業に至る京都の魅力ある産業文化についても、国内外の人々に

広く発信しうる取組みであり、同プロジェクトの各種のイベントが、これら京都

産業の魅力も取り入れて、地方創生や観光振興につながるよう展開されたい。 

７７７７．．．．「京都経済センタ「京都経済センタ「京都経済センタ「京都経済センターーーー（仮称）（仮称）（仮称）（仮称）」」」」の整備推進の整備推進の整備推進の整備推進（再掲）（再掲）（再掲）（再掲） 
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８８８８．．．．「世界「世界「世界「世界の文化首都・の文化首都・の文化首都・の文化首都・京都」の推京都」の推京都」の推京都」の推進進進進（一部（一部（一部（一部新規新規新規新規））））    

「世界交流首都」を目指す京都は、文化首都としての役割を果たすことによっ

て交流の裾野を拡大することができる。そのシンボルとなる文化庁を早期に京都

へと全面移転するために、先行的に設置される「地域文化創生本部（仮称）」の

運営や実施事業に国と連携して取り組むとともに、文化を活かした観光振興や伝

統産業の振興、まちづくりなどを積極的に推進されたい。また、皇族の方々に京

都にお住まいいただく「双京構想」を推進するとともに、京都で実施可能な宮中

行事等の検討を進められたい。 

以 上 


